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　今月も「科学技術動向」をお届けします。
　科学技術動向研究センターは、約 2000 名の産学官から成る科学技術専
門家のネットワークを持ち、科学技術政策において重要な情報あるいは
意見の収集を行い、また科学技術予測に関する活動も続けております。
　「科学技術動向」は、科学技術動向研究センターの情報発信手段の一つ
として、2001 年 4 月以来、発行されており、科学技術全般に関して広く
興味を示し、また科学技術政策にも関心をお持ちの方々に読んでいただ
けるものを目指しております。「トピックス」では最近の科学技術および
政策から注目される話題をとりあげ、また、「レポート」では各国の動向
や今後の方向性などを加えてさらに詳しく論じています。これらは、科
学技術動向研究センターの多くの分野のスタッフが学際的な討議を重ね
た上で執筆しています。「レポート」については、季刊の英語版の形で海
外への情報発信も行っています。
　5年間の第 4期科学技術基本計画が始まることを受け、基本計画の方針
に沿って、科学技術動向研究センターも分野別推進の考え方をやめ、社
会の課題達成へ向けた科学技術のあり方を検討できるよう体制を見直し
ております。
　今後とも、科学技術動向研究センターの活動に有効なご意見を読者の
皆様からお寄せいただけることを期待しております。
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　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレスまたは電話
番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記の URL にアクセスいただき「科学技術
動向一覧」でご覧いただけます。
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第 4 期科学技術基本計画が決定
　2011 年 8 月 19 日、第 4期科学技術基本計画が閣議決定された。本計画は、総合科学技
術会議による答申「科学技術に関する基本政策について」（2010 年 12 月 24 日）に基づき、
2011 年 3 月末に閣議決定される予定であったが、東日本大震災の影響を踏まえて内容の
見直しがなされたものである。答申に示された基本方針は引き続き重要とされ、それに加
え、震災からの力強い復興・再生、震災の影響による研究開発水準の低下の懸念払拭、科
学技術イノベーション政策について国民の理解と信頼と支持を得る取り組み等の観点から
の検討が行われた。
　最も大きな特徴は、「重点推進分野に基づく研究開発の重点化」から、「重要課題の達成
に向けた施策の重点化」への方針転換である。過去 15 年の基本計画期間を振り返り、新
産業や雇用の創出、また、東日本大震災をはじめとする自然災害対応など、社会的な問題
の解決に科学技術の成果を有効に活かすことが十分にはできなかったとの反省がなされ
た。第 4期基本計画では、科学技術の一層の振興を図ると共に、人類社会が抱える様々な
課題への対応を図るため、科学技術とイノベーションを一体的に推進し、様々な価値創造
をもたらす仕組みを構築する、としている。
　第 4期基本計画では、科学技術イノベーション政策に最も期待される役割の一つとして、
「将来にわたる持続的な成長と社会の発展の実現」が挙げられている。これを達成するた
めの柱として、「震災からの復興・再生の実現」、環境・エネルギーを対象とする「グリーン
イノベーションの推進」、医療・介護・健康サービスを対象とする「ライフイノベーション
の推進」が 3本柱と位置づけられた。
　また、上述以外に取り組みが必要な重要課題として、安全かつ豊かで質の高い国民生活
の実現、産業競争力強化、地球規模問題の解決への貢献、国家存立基盤の保持等が挙げら
れている。
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概　要 本文は p.12 へ
我が国の社会的特性に着目した組込みシステム開発の方向性
―エレクトロニクス化された耐久消費財におけるソフトウェア開発の強化策―
　第 4期科学技術基本計画では、産業競争力の強化に向けた共通基盤の強化の一つとして、
多様な市場のニーズへの対応が取り上げられ、その中で組込みシステム開発技術の高度化
が示されている。グローバルな知識経済化の下では無形資産の重要性が高まっており、そ
の代表としてソフトウェアがあるが、ソフトウェアは組込みシステムの主要構成要素でも
ある。
　ところで、我が国では貿易収支のほとんどを第二次産業が担っている。しかし、すでに
我が国の製造業は東アジア諸国等の新興国との競争にさらされており、そこでは単なる生
産コストや市場獲得戦略の違いだけでなく、新興国の技術力向上も、競争の大きな要因に
なっている。このようなことが生じている典型的な産業分野として、家電製品や自動車な
どの耐久消費財（以下、耐久消費財）がある。近年、これらでは組込みコンピュータが多
用されるなど、高度にエレクトロニクス化されており、各製品の開発コストに占める割合
において、それらのコンピュータを動かすための組込みソフトの割合が極めて高くなって
いる。しかし、これに関しても東アジア諸国の技術力が向上し、これまでの我が国の優位
性が脅かされつつある。
　組込みソフトとは、自動車のエンジン制御や携帯電話での情報処理など、特定用途向け
に特化された組込みコンピュータ上で走行するソフトウェアで、パソコンなどの汎用コン
ピュータに較べ、さまざまな点で制約条件が厳しい。一方、製品の高度化・高機能化を受
け、ソフトの高度化・複雑化・肥大化が進み、短納期化や品質向上、さらにコスト削減な
どの要求が高まっている。組込みソフト開発の競争力の長期的な維持・向上には、科学技
術イノベーションとともに、新興国とのいたずらな価格競争を避けるため、コミュニケー
ションにおけるハイコンテキスト性・生産者と消費者が共に持つ高い品質意識・ニーズが
多様化した消費志向・カスタムソフトの豊富な開発経験といった我が国の社会的特性を認
識し、活用することが重要である。
　組込みソフト開発は、部品を微妙に相互調整し、全体として性能を高め高品質な製品を
つくりあげる「すり合わせ」力を発揮し易いが、そこではハイコンテキスト性やカスタム
ソフトの開発経験が活かせる。また、開発者には掴み切れない多様なニーズを速やかに把
握し製品に反映する、消費者を巻き込んだニーズドリブン型ラピッドプロトタイピングが
考えられるが、ここでは高い品質意識や多様化した消費志向が有効である。このように我
が国の社会的特性を活かす一方で、ハイコンテキスト性の背景にあるコミュニケーション
の論理性欠如への対策として、初中等教育段階から国語を中心とした幅広い科目の連携や、
高校の情報教育における論理教育の強化も図るべきである。
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スーパーコンピュータをめぐるグローバル化の動き
本文は p.21 へ
　スーパーコンピュータの性能を示す最新の TOP500 リストが公開され、（独）理化学研
究所と富士通株式会社が開発中の日本の次世代スーパーコンピュータ「京」が世界第 1 位
を獲得した。現在、世界中の国々で、スーパーコンピュータの導入とともに開発競争が活
発化している。
　世界のスーパーコンピュータを概観すると、3 つのグローバル化が進んでいる。一つ目
は、導入のグローバル化であり、ペタスケールの性能をもつスーパーコンピュータ導入国
が増加している。二つ目は、自主開発国の拡大であり、米国と日本だけが生産国であった
状態から、現在は、中国・フランス・ロシア・インドが国産化を始めている。中国は心臓
部でもあるマイクロプロセッサの開発も行っている。三つ目は、国際連携による研究開発
のグローバル化である。スーパーコンピュータの高性能化に向け、ハードウェア面のみな
らず、性能を最大限に引出すソフトウェア、利活用などにおいて挑戦すべき課題が山積し
ている。課題克服をめざし、世界から英知を結集することで先端的な研究開発が行われて
いる。例えば、International Exascale Software Project と呼ばれる国際的プロジェクト
は、米国を中心に、欧州・日本・中国の研究者が共同作業をしており、エクサ FLOPS 性
能のスーパーコンピュータ上で実行されるソフトウェアの課題に対し、共通的な技術ロー
ドマップを作成している。
　以上 3 つのグローバル化の波は必然として連続的に起きてきた。今後の高性能化の実現
には国際連携は必須であり、国際連携を優位に進めていくためには、まず世界に認められ
る強さをもつ必要がある。日本は、「京」という世界で No.1 の優れたスーパーコンピュー
タを作り出した。次は、「京」の利活用においても世界で No.1 といえる優れた成果を出し、
更なる強さを示す機会である。「京」を軸に国際的な連携を積極的に進め、世界の優れた
研究者の知恵を吸収することで、我が国の技術力を一層高めていくことが望ましい。
LINPACK性能合計が 1PF以上の国々（2011 年 6 月時点）の性能合計の推移
過去の TOP500 リストを基に科学技術動向研究センターにて作成
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概　要
気候変動問題における各国の排出削減目標設定の議論
　世界各地で異常気象の頻度が上昇しており、気候変動がその原因ではないかと言われて
いる。さまざまな悪影響が予想される気候変動の変動幅を最小限に抑えるためには、温室
効果ガスの排出量を大幅に減少させる必要がある。しかし、2007 年以降、国際協調に進
展がみられず、国連気候変動枠組条約下での交渉においても各国に許容される排出量の大
きさに関して合意を得ることができない。
　科学的知見により、気温安定化目標の到達に必要な大気中温室効果濃度の水準、および
地球全体での排出経路は明らかになりつつあるが、各国への排出総量の配分方法が問題で
ある。配分の基準となる「衡平性」は、責任の大きさにもとづくものと、支払い能力に応
じて削減量を決定する応能原則と 2種類に大別でき、現在までに多数の指標が提案されて
きた。
　衡平性の確保は、各国が合意内容に納得するために重要な要素である。しかし、さまざ
まな指標が乱立する中で各国とも自国に有利な指標を提案しており、近々合意が達成され
る気配はない。また、多国間条約にて、「応分の負担」を割り当てるというアプローチが、
近年まで最大の排出国であった米国に受け入れられていない。排出削減を「負担」と認識
し、「負担配分」をめぐって交渉しているという構造が続く限り、対策に関する合意に近々
達成できる見込みはない。交渉において、「負担」を「配分」するという構造から、「利益」
を目指した「競争」へと転換を図ることが必要である。
　低炭素社会を目指した競争はすでに始まっている。太陽光パネルの生産やハイブリッド
車、電気自動車、バイオ燃料といった二酸化炭素排出削減に寄与する新ビジネスにおける
競争は激化しており、企業が国際競争力を獲得するためには、政府が、政策を講じること
も重要である。
　気候変動の問題を解決していくためには、国際的な合意形成のプロセスを避けて通るこ
とができない。これに対しては国際交渉の専門家だけでも、あるいは自然科学系の専門家
だけでも不十分である。まずは、自然科学・人文科学・社会科学など多くの分野の専門家
が連携し協力する体制が国内外で築かれていることが、国際交渉への前提条件であろう。
本文は p.36 へ
TOPICS
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　EUにおける医薬品の中央承認審査を管轄する欧
州医薬品庁（EMA）は、将来の人口構成の変化を
想定して、高齢患者にふさわしい医薬品の科学的
評価や企業の開発支援を行う体制を強化している。
　EUの 65 歳以上の高齢者は、2008 年では約 8400
万人だったが、2050 年までに約 1億 4100 万人に増
加すると推測されている。EU全人口に占める割合
でみると、高齢者は 17%から 30%に増加する1）。
高齢者医療においては、高齢患者に特有の配慮が
必要になることがある。例えば、高齢患者は複数
の疾患を抱えがちであり、慢性疾患が多い。加齢
に伴い薬の代謝や排泄の機能が低下してきており、
薬に対する反応性が他の成人とは必ずしも同じで
はない。特に長期に渡って多種類の薬を服用する
場合などでは、副作用リスクが高まる可能性を考
慮する必要がある。
　2011 年 1 月、EMAは 2011–2015 年のロードマッ
プを公表し、EUの公衆衛生をさらに推進する中で、
開発中の新薬およびすでに市販されている医薬品
について、高齢者医療の未充足課題を満たすかど
うかという観点を加えて評価する方針を打ち出し
た。次いで 2011 年 2 月、EMAは高齢者医薬品戦
略を公表し、医薬品の開発、販売承認および市販
後の安全監視において、高齢者医療に関する行動
目標を示した。
　EMAは、ヒト医薬品を詳細に評価する内部委員
会としてヒト用医薬品委員会（CHMP）を組織し
ている。2011 年 6 月、CHMPは、高齢者医薬品戦
略にしたがって老年学専門家グループ（GEG）を
設置した2）。GEGは、老年病専門医・臨床薬理学者・
腫瘍専門医・治験統括者など 9名の専門家で構成
され、次の 4項目を任務とする。①各種規制ガイ
ドラインの作成にあたって情報提供する。②医薬
品の開発・評価・安全性監視において、老年学の
観点から助言する。③老年学専門家を必要とする
会議に参加する。④老年学関連業務の実行プラン
に携わる3）。
　GEGは電子メールや電話会議を中心に運営され、
CHMPに対して高齢者医療に関する科学的な助言
を行う。今回CHMP内に GEGが組織されたこと
により、高齢患者の特徴を踏まえて医薬品を規制
する体制が実質的に強化された（図表）。
　EU の 65 歳以上の高齢者は、2050 年までに EU 全人口の 30% を占める約 1 億 4100 万人に増加する
と推測されている。EU における医薬品の中央承認審査を管轄する欧州医薬品庁（EMA）は、将来の人
口構成の変化を想定して、高齢患者にふさわしい医薬品の科学的評価や企業の開発支援を行う体制を
強化している。2011 年 1 月に 2015 年までのロードマップを、2 月には高齢者医薬品戦略を公表し行動
目標を示した。EMA は、ヒト医薬品を詳細に評価する内部委員会としてヒト用医薬品委員会（CHMP）
を組織している。2011 年 6 月、CHMP は、高齢者医薬品戦略にしたがって老年学専門家グループ（GEG） 
を新たに追加設置した。これにより、高齢患者の特徴を踏まえて医薬品を規制する体制が実質的に強化
された。
参　考
1）　Medicines for older people, European Medicines Agency ホームページ
2）　EMA, News and press release, European Medicines Agency establishes Geriatric Expert Group, 7 June 2011
3）　Mandate, objectives and rules of procedure for the CHMP Geriatrics Expert Group （GEG）, 19 May 2011
トピックス1 欧州医薬品庁の高齢者医療に向けた組織強化
図表　EUにおける医薬品の中央承認審査の流れとEMA，
CHMP，GEGの位置づけ（簡略図）
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トピックス2 アスベストを現場で溶融処理するシステム
　天然鉱物であるアスベスト（石綿）は、古くか
ら建築資材として用いられていたが、飛散アスベ
ストの発がん性が判明して以来、建築物解体時の
処理が問題となっている。2006 年のアスベスト関
連諸法令改正により、規制対象となる石綿含有廃
棄物がアスベスト含有率 1%以上から 0.1% 以上に
拡大され、処理の必要なアスベスト廃棄物量は今
後も増加する。しかし、集中処理施設が限られて
いるため、施設での無害化処理量は全体の約 1割
にとどまり、残りの廃棄物は埋立処分されている。
　2011 年 5 月、（独）産業技術総合研究所は大成建
設（株）と共同で、アスベスト廃棄物を発生現場で
溶融処理するシステムを実証できたと発表した1）。
　アスベストを無害化するためには、1500℃程度
の高温で溶融し、結晶の結合と微細繊維状構造を
破壊する必要がある。従来の溶融処理装置では酸
素バーナーを用いており、アスベスト廃棄物破片
をまんべんなく溶融できるように溶融室全体を高
温に保持する必要があった。
　今回実証されたシステムは、廃棄物を粉砕・混
練・棒状に成形する技術と集光加熱技術を組み合
わせたもので、微小な空間でアスベストを溶融し
無害化できる。粉砕・添加剤混合・押出成形によっ
て得られたアスベスト成形棒を、炉内に下向きに
挿入し、先端部をハロゲンランプ光源と反射鏡を
用いた赤外線集光加熱することで、アスベストを
溶融し無害化する（図表）。成型棒を徐々に移動し
ていくと、成型棒全部が無害化される。実証実験
では、アスベストの中でも融点の高いクリソタイ
ルを含有する飛散性吹付材の溶融処理を行い、ア
スベストの微細繊維状構造を破壊できていること
を確認した。
　このシステムでは、微小な範囲のみが高温にな
るため、溶融室全体を加熱する従来方式に比べ大
幅なエネルギー節減になる。今後は、処理速度など
実用性向上のための諸試験が行われる予定である。
　このシステムは、小型トラックで運べるサイズ
であり、発生現場にて無害化処理ができるため、
アスベストの輸送過程が不要になる。集中処理施
設が遠い地域では特に有効である。現場での無害
化処理が容易になれば、困難になりつつある最終
処分場の用地確保の問題も軽減する。
　アスベスト廃棄物量は今後も増加することが見込まれている。（独）産業技術総合研究所と大成建設
（株）は、アスベスト廃棄物を粉砕・混練・棒状に押出成形する技術と集光加熱技術を組み合わせ、廃
棄物を発生現場で溶融処理できるシステムを実証したと発表した。このシステムでは微小範囲のみが
高温になるため、溶融室全体を加熱保持する従来方式に比べ大幅なエネルギー節減になる。また、小
型トラックで運べるサイズのシステムであるため、発生現場で無害化処理でき、廃棄物輸送過程が不
要になり、埋立処分場の用地確保の問題も軽減される。
参　考
1）　産業技術総合研究所ホームページ：http://www.aist.go.jp/aist_ j/press_release/pr2011/pr20110518/pr20110518.html
図表　アスベスト廃棄物の現場溶融処理システム
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参　考
1）　京都大学発新技術セミナー資料　2011 年 7 月 14 日
2）　（独）物質・材料研究機構プレス発表　2011 年 7 月 25 日
　東日本大震災による原子力発電所事故から約 4
か月経過した 2011 年 7 月、日本国内の研究機関か
ら、放射性物質の除染や放射線防護に役立つ実用
的な技術が相次いで発表された。いずれの技術も、
ありふれた材料あるいは廃棄物を利用して処理剤
や遮蔽材が大量に供給できることが特徴である。
　京都大学とアース（株）は、固形廃棄物が少なく
取り扱いが容易な汚染土壌洗浄技術を開発した1）。
まず汚染土壌をアース（株）の装置にて水で洗浄す
ると、含有されていた放射性セシウムの大部分が
洗浄水に移行する。この洗浄水に、京大が新規開
発した吸着剤と沈殿剤を加えると、放射性セシウ
ムは沈殿固形物に捕捉される。この吸着剤は橄欖
岩や海藻を特殊な方法で焼成したもので、橄欖岩
由来のマグネシウム化合物がセシウム化合物との
間で安定な結晶を形成し、セシウムを不溶の固形
物にすることができる。これで、放射性物質を含
む沈殿固形物を容易に廃棄できるようになる。ま
た沈殿剤は、貝殻を熱処理したもので、表面のア
ミノ酸を有効活用して沈殿固形化を促進する。な
お、洗浄後も土壌に残留する一部の放射性セシウ
ムについては、その大半が粒径 75 μm以下の微粒
土に凝集していることから、ふるいにより微粒土
をより分けること（分級）で土壌汚染を低減する。
新規開発した吸着剤と沈殿剤と洗浄および分級装
置を用いて福島県内の採取土壌を用いて試験した
結果、放射性セシウムの 98.7% を除去できること
が確認された。発生する沈殿固形物と微粒土は、
元の汚染土壌の容積の 5%になり、かつ放射性物質
が水に溶出しない状態になっているため安全に埋
立処理が可能である。研究グループはこれをテト
ラブロックの中込め材などに有効利用する試験も
検討している。
　（独）物質・材料研究機構の研究グループは、（株）
アトックス社と協力して、テレビのブラウン管の
破砕くず（カレット）や破砕粉末（ビリガラス）
が放射線の遮蔽に有効であることを検証した2）。テ
レビのブラウン管には鉛が含まれているため、破
砕くずによって遮蔽効果が得られることを示した
ものである。研究グループは、0.8 ペタベクレル
（PBq）のコバルト線源の前方に、厚みや配合比を
変化させたガラスカレットを置き、空間線量率の
減少特性を測定した。その結果、55 cmの厚さに詰
めたガラスカレットは放射線を 99%遮蔽する効果
が確認された。これは、厚さ 9 cmの鉛の厚板と同
等の遮蔽効果である。今後、放射線の遮蔽材料の
需要が増大することが予想される中で、金属鉛は
今後蓄電池用としての世界的な需要の急増と逼迫
が見込まれている。他方、テレビの廃ブラウン管
はアナログ放送終了により大量発生している。し
たがって、この成果は、特に廃棄物資源の有効利
用の面で注目される。
　短期間のうちに、このような実用的な技術の有
効性が公表されたことは、これまでの基盤技術の
蓄積と応用力を示すものといえる。今後も新しい
放射能汚染対策技術が次々と生まれてくることが
期待される。
トピックス3 放射能汚染対策の実用的な技術
　日本国内の研究機関から、放射性物質の除染や放射線防護に役立つ実用的な技術が相次いで発表さ
れ始めた。洗浄した水に吸着剤と沈殿剤を加えて放射性セシウムを捕捉し少量の固形廃棄物とする汚
染土壌洗浄技術は、取り扱いも容易であり、福島県内の採取土壌を用いた試験の結果、放射性セシウ
ムの 98.7% を除去できた。また、テレビのブラウン管の破砕くず（カレット）などが、放射線の遮
蔽に有効であることを検証し、55 cm の厚さに詰めた場合では放射線を 99% 遮蔽する効果を確認し
た。原子力発電所事故発生後、短期間のうちにこのような新たな対応策が次々に検証され技術の有効
性が公表されたことは、基盤技術の蓄積と応用力を示すものといえる。
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　米国の Battelle Memorial Institute は、2011 年 5
月にヒトゲノムプロジェクトに関する経済効果を
定量的に分析した結果を報告した1）。1988 年から
2010 年までのヒトゲノムプロジェクトおよびそれ
に関連する研究と企業活動により、累積で 7,963 億
ドルの経済効果が生まれ、383 万人の雇用が創出さ
れたと推定している。
　同報告書に示された米国連邦政府による 1988〜
2003 年に行われたヒトゲノムプロジェクトへの投
資額と、2004〜2010 年に行われたヒトゲノムに関
連する科学技術への投資額を図表 1 に示す。ヒト
ゲノムプロジェクトが完了するまでの 1988〜2003
年に、米国国立衛生研究所（NIH）と米国エネルギー
省（DOE）から合計で 38 億ドルの投資が行われた。
2004 年以降は、ゲノム研究に関連する研究も含め
た費用であり、2004〜2010 年に 66 億ドルが投資
された。2010 年を基準にして物価上昇率を考慮し
た場合、これらの投資額は、それぞれ、56 億ドル、
72 億ドルに相当する。
　産業連関分析を用いて、ヒトゲノムプロジェク
トおよび関連する研究と企業活動による経済効果
と雇用が推定された。この産業連関分析では、投
資による直接効果に加えて、直接効果により各産
業部門に誘発される第 1 次間接効果、直接効果と
第 1 次間接効果による雇用者所得から生み出され
る第 2 次間接効果を推定している。分析には 420
を越える米国の産業部門間の関係を地域別に整理
した産業連関表を含む、米国 MIG 社の産業連関分
析用システム IMPLAN®が使用されている。
　同報告書に示された産業連関分析による経済効
果と雇用増加の推定結果を図表 2 に示す。経済効
果として直接効果と同等の第 1 次、第 2 次間接効
果が得られている。一方、創出された雇用におい
ては直接効果よりも第 1 次、第 2 次間接効果の
比率が高い。ゲノム関連の研究開発では Cerela 
Genomics 社など民間企業の寄与が大きく、民間セ
クターによる経済効果と雇用増加が全体の 95% と
92% を占めている。
トピックス4 ヒトゲノムプロジェクトによる経済効果の定量分析
　米国の Battelle Memorial Institute は、1988 年から 2010 年までのヒトゲノムプロジェクトおよび
それに関連する研究と企業活動による経済効果を定量的に分析し、累積で 7,963 億ドルの経済効果と
383 万人の雇用が創出されたと報告した。経済効果と雇用の推定には産業連関分析を用い、米国の連
邦政府と民間セクターによるゲノム関連産業への投資による直接効果と間接効果を算出している。特
にゲノム解析に関する効果では Cerela Genomics 社など民間企業の寄与が大きく、結果として民間
セクターによる経済効果と雇用が 90% 以上を占めている。
参　考　1）　Battelle Memorial Institute, Economic Impact of the Human Genome Project：
http://www.battelle.org/publications/humangenomeproject.pdf
図表 1　米国連邦政府によるヒトゲノムプロジェクトと関
連する科学技術への投資
（ ）内の数値は物価上昇率を考慮した金額
図表 2　ヒトゲノムプロジェクトおよびそれに関連する研究
と企業活動による経済効果と雇用増加
参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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トピックス5 代表的な論文誌出版者からの相次ぐオープンアクセス誌創刊
　研究論文を無料で公開するオープンアクセスジャーナルの論文が、ジャーナル数・論文数ともに増
加している。これまでオープンアクセスには積極的でなかった、トップジャーナルと言われる有力誌
をもつ大手の出版者も、オープンアクセス誌を創刊し始め、論文誌のビジネスモデルへの影響が注目
されている。また、オープンアクセスが浸透する場合に、著者側である研究者・研究機関などが、大
きな費用負担をどう解決していくかが、今後、より大きな問題になっていく。
　公的資金で行われた研究の成果は、広く共有さ
れるべきだという理念に基づいて、世界中で、論
文のオープンアクセス運動が拡大している。購読
費を取らずに誰でも web 上の論文を無料で読める
ようにするオープンアクセスジャーナルは、ジャー
ナル数・論文数ともに急激に増えている。2000 年
以降に、オープンアクセス誌数は年平均 18％ ず
つ、オープンアクセス論文数は年平均 30％ ずつ増
加し、2009 年には 4769 のオープンアクセス誌で約
191,000 のオープンアクセス論文が発行されたと推
定されている1）。
　オープンアクセス活動は当初は図書館と一部の
研究者を中心に始まり、研究者自身のサーバーや
所属の機関リポジトリに著者の原稿を登載すると
いうセルフアーカイビングの試みに始まり、その
後、PLoS（Public Library of Science）誌に代表さ
れるような図書館が出版を行う試みなども始めら
れた2）。助成団体が助成した研究の成果に対して
オープンアクセス化を義務付ける試みも行われた3）。
　一方、出版者でも著者側が発行費用を負担する
形でのオープンアクセス化が開始され、特にエジ
プト・インド・ブラジルなどの出版事業費用が安
い国でオープンアクセス誌の新刊が続いていた。
大手の商用出版者の中では Springer が比較的積極
的で、医薬系のオープンアクセスプラットフォー
ム Bio Med Central を 買 収 し、 こ れ を 広 い 分 野
に拡張させたプラットフォームである Springer 
Open を 2010 年 6 月に運用開始した。ただし、そ
の他の多くの大手出版者は、購読費モデルに基づ
くまとめ売りをビジネスモデルの主軸としている
ため、これまではオープンアクセスに対しては静
観している状況であった。
　2011 年に入り、これまでオープンアクセスには
積極的でなかったトップジャーナルを擁する大手
の出版者もオープンアクセス誌創刊に乗り出した。
Nature は 2011 年 6 月 よ り Nature Science Report
を創刊し、米国物理学会・Wiley–VCH・Cell Press
なども新刊の計画を発表した（図表参照）。出版者
の中でもトップジャーナルと言われる論文誌を持
つ出版者が参入し始めたことにより、オープンア
クセスは新しい局面を迎えつつある。購読費モデ
ルに基づく商業出版者の寡占とまとめ売りのビジ
ネスモデルによる価格高騰が、これまでのオープ
ンアクセス運動を牽引したとも考えられており4）、
まずは論文誌のビジネスモデルへの影響が注目さ
れている。
　研究開発の推進にとっては、著者負担型のオー
プンアクセス誌が浸透する際に、雑誌によっては
論文あたり 5000US$ にもおよぶ出版費用の負担
を、研究者・研究機関などがどう解決していくか
が、今後、より大きな問題になっていく。海外では、
例えばドイツ研究振興協会はオープンアクセス出
版費用専用の補助を 2009 年から開始している。
参　考
1）　The Development of Open Access Journal Publishing from 1993 to 2009,
http://www.plosone.org/article/info:doi/10.1371/journal.pone.0020961
2）　科学技術動向，2009 年 7 月号特集，「論文誌の電子ジャーナル化をめぐる最近の動き」，100，10〜18.
3）　文部科学時報，2010 年 9 月号，「特集 2：電子ジャーナル化と科学コミュニティの変化」，1616，29〜38.
4）　科学技術動向，2011 年 2 月号特集，「研究基盤としての電子ジャーナル―電子ジャーナルへのアクセスの維持を
目指して―」，119，20〜27.
表　代表的な論文誌を持つ出版者の新刊オープンアクセス
ジャーナルの例
科学技術動向研究センターにて作成
TOPICS
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　オープンガバメントイニシアチブは、2009 年
1 月にオバマ大統領が発表した「透明性とオー
プンガバメントに関する覚書（Memorandum on 
Transparency and Open Government）」に示され
た、透明性のある政府・人々が参加する政府・他
機関と協働する政府という理念に基づいて行われ
ている取り組みである。各省・各機関は、2009 年
12 月に管理予算室（OMB）が発行した「オープン
ガバメント指示書（Open Government Directive）」
に基づいた政策を策定し、多岐にわたるプログラ
ムを実施している。それらのうち、科学技術に関
する取り組みについては、2011 年 6 月に米国最高
技術責任者（CTO）・科学技術政策室技術担当次長
である Aneesh Chopra 氏により、国家科学技術会
議（NSTC）メモとして公表された。
　オバマ大統領は、2009 年 9 月と 2011 年 2 月に
米国イノベーション戦略（Strategy for American 
Innovation）を発表しているが、本メモに記載され
た内容も、同戦略の一つであるブレークスルーの
触発への取り組みとして位置づけられている。
　本メモにおいては、オープンガバメントイニシ
アチブの下で達成された 10 の先進的な取り組みの
実例が、次の 4 つの区分の政策テーマに沿って紹
介されている。
（1）政府のデータを民主化する
実例 1．米国特許商標局（USPTO）による公的
部門 / 民間部門のデータアクセス連携：USPTO
と Google との間で合意された、一般向けの特許
および商標のデータの無料公開（USTPO の費用
負担なし）
実例 2．国立医学図書館（NLM）の医薬品有効
成分カタログ：NLM の医薬品有効成分（API）
カタログによる競争的市場の拡大と、人々の政
府情報へのアクセスの向上
（2）市場の透明性を促進させる
実例 3．国立標準技術局（NIST）スマートグリッ
ド相互運用パネル：NIST のスマートグリッドの
標準設定のための、公的部門と民間部門による
フォーラムの設置
実例 4．健康福祉省（HHS）Health Care. gov 保
険検索：HHS による、公的部門・民間部門双方の
健康保険の包括的カタログのウェブ上への掲載
（3）イノベーションエコシステムを醸成させる
実例 5．航空宇宙局（NASA）のトーナメントラ
ボ：NASA のシステムのコンピューターコード
開発に関する、多数の業者が参加可能な「トー
ナメントラボ」の設置
実例 6．国防高等研究計画局（DARPA）のクラ
ウドソーシングによる戦闘支援車両チャレンジ：
クラウドソーシングの手法により実施される、
潜在的に軍事関連利用が可能な車両の開発
（4）イノベーションの能力を創造する
実例 7．エネルギー省（DOE）の ARPE–E イノ
ベーション機関：エネルギーに関する先端研究
プロジェクトの実施
実例 8．教育省（DoEd）のイノベーション基金
への出資：DoEd が行う、透明性の高い、公的部
門と民間部門の協力による教育改革に関する資
金配分プログラム
実例 9．健康福祉省（HHS）の直接的プロジェ
クトイノベーションチーム：HHS の「直接的プ
ロジェクト」における、起業家を責任者に抜擢
し実施した、暗号化された保健情報を送信する
簡易で安全な機能の構築
実例 10．大統領人事室（PPO）の技術イノベー
シ ョ ン 担 当 官 職 務 内 容 マ ト リ ク ス：PPO の
「Innovation Cohort」設置による機関横断的なベ
ストプラクティスの共有やリアルタイムの問題
解決等
トピックス6 米国のオープンガバメントイニシアチブによる先進事例
　米国オバマ政権は各省・各機関の横断的な政策として、オープンガバメントイニシアチブを推進し
ている。同イニシアチブの科学技術面における進捗状況が、国家科学技術会議（NSTC）のメモとし
て公表された。このイニシアチブ下で達成された 10 の先進的な取り組みの実例が、（1）政府のデー
タを民主化する、（2）市場の透明性を促進させる、（3）イノベーションエコシステムを醸成させる、
（4）イノベーションの能力を創造する、という 4 つの区分の政策テーマに沿って紹介されている。
参　考
米国大統領府 Open Government Initiative：http://www.whitehouse.gov/open
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我が国の社会的特性に着目した組込みシステム開発の方向性
―エレクトロニクス化された耐久消費財におけるソフトウェア開発の強化策―
　第 4 期科学技術基本計画では、
産業競争力の強化に向けた共通基
盤の強化の一つとして、多様な市
場のニーズへの対応が取り上げら
れている1）。そこでは、要素技術
の統合化、ハードとソフトの連携
に関する研究開発などとともに、
組込みシステム開発技術の高度化
が示されている。
　ところで、いずれの先進国に
おいても、持続的発展のために
は国際競争力を持つ産業の強化
は必須であるが、日本では貿易収
支のほとんどを第二次産業が担う
構造が続いている。ただし、その
方向性には大きな変化が生じてお
り、2011 年度の経済財政白書で
は、グローバル化と生産性や研究
開発との関係がより詳しく論じら
刀川　眞
客員研究官
れ、グローバルな知識経済化の下
で無形資産の重要性が高まってい
ることが強調されている2）。ソフ
トウェアは、無形資産に分類され
る代表的資産の一つであり、当然
ながら、今後の成長が見込まれる
グローバル市場への対応や、新た
な付加価値の創出が求められる。
　しかし、すでに我が国の製造業
は東アジア諸国等の新興国との競
争にさらされており、そこでは単
なる生産コストや市場獲得戦略の
違いだけでなく、新興国の技術力
向上も、競争の大きな要因になっ
ている。このようなことが生じて
いる典型的な産業分野として、家
電製品や自動車などの耐久消費財
（以下、耐久消費財）がある。近
年、これらでは組込みコンピュー
タが多用されるなど、高度にエレ
クトロニクス化されており、各製
品の開発コストに占める割合にお
いて、それらのコンピュータを動
かすための組込みソフト開発の割
合が極めて高くなっている。この
部分に関しても東アジア諸国の技
術力は向上し、これまでの我が国
の優位性が脅かされつつある。
　これらの状況を踏まえ、本稿で
は、産業競争力の強化に向けた共
通基盤の一つとして、エレクトロ
ニクス化された耐久消費財におけ
る組込みソフトウェア開発を取り
上げ、我が国の社会的特性を生か
した強化策では、どのような点に
着目し、何を達成していくべきか
を考えていく。
2-1
組込みソフトとは
　パソコンに代表される汎用コン
ピュータは、その上で実行される
アプリケーションプログラムに
よってさまざまな機能を実現する。
例えば一台のパソコンを、走行す
るアプリケーションプログラムに
よって電子メール・ウェブブラウ
ジング・文書処理・事務処理・科
学技術計算などさまざまな用途に
使うことができる。これに対し、
組込みコンピュータは、自動車・
携帯電話・家電製品・産業機械な
どに組込まれており、エンジンの
制御や通話の実現など、特定用途
向けに特化された使われ方をす
る。コンピュータである以上、そ
1 はじめに
2 組込みソフトについて
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の上で動作させるソフトウェアが
必要であり、それが組込みソフト
である。
　組込みコンピュータは、宇宙・
防衛・通信など高度・高機能が求
められる分野から、一般ユーザ向
けの民生用までさまざまな機器
内部で用いられている（図表 1）。
大量生産が必要な一般ユーザ向け
は、低コスト化が厳しく要求され
るのに対し、特定ユーザ向けは信
頼性が重視され、中でも高機能か
つ大規模な製品には極めて高い信
頼性が求められることが多い。
　近年は組込みコンピュータが使
用される分野や製品が広がると同
時に、一つの製品の中で用いられ
るコンピュータ数も増大してい
る。例えば自動車では、エンジン
制御用をはじめとして、エアコ
ン・エアバッグ・ABS（Anti-lock 
Braking System）・パワーウィン
ドウ・カーナビゲーション・オー
ディオシステムなど、自動車 1 台
につき数十個から百個を超える
コンピュータが搭載されるように
なっている（図表 2）。
2-2
組込みソフトに
求められる要件
　組込みコンピュータは製品の一
部として他の部品とスムーズに連
動することが必要であり、組込み
ソフトには次のような要件を満た
すことが求められる。
（1）リアルタイム性
　リアルタイム性とは、必要な処
理を規定時間内に終えることであ
る。パソコンでは起動に多少時間
がかかることや、処理時間があ
いまいなことは許容される。し
かし、ほとんどどの組込みコン
ピュータは、電源投入後、直ちに
立ち上がることが必要で、処理時
間もはるかに厳密に規定される。
特に制御系機器では、外部からの
要求が頻繁かつ同時に発生するこ
とが多い。そのような状況でも組
込みソフトには瞬時に処理を済ま
せ、製品としてのリアルタイム性
を維持することが求められる。
（2）高信頼性・安定性
　自動車のブレーキ制御に代表さ
れるように、組込みコンピュータ
が使用される製品には人間の生命
確保に直結するものがある。その
一方で、激しい振動にさらされた
り、炎天下や極寒で使われるな
ど、過酷な使用環境を前提にし
なければならないものもある。ま
た、多数のセンサーから信号が非
同期に入力されたり、誤操作によ
り想定外の使われ方がされる場合
図表 1　組込みコンピュータ搭載機器の例
図表 2　自動車の組込みコンピュータ搭載例3）
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図表 3　組込みコンピュータ搭載製品（組込み製品）開発費と組込みソフト開発費の推移
参考文献8）を基に科学技術動向研究センターにて作成
もある。このようなときパソコン
なら、例えばフリーズして動かな
くなっても電源を再投入し立ち上
げ直すということが許容される。
しかし、自動車などの組込みコン
ピュータでは、基本的にあらゆる
入力条件・状態を想定した高い信
頼性・安定性が求められる。
（3）開発に対する厳しいリソー
ス制約
　組込みコンピュータが利用され
る製品には、携帯電話のように物
理的サイズが制約されるものがあ
る。また一般向け大量生産品で
は、コスト削減のためぎりぎりま
で内部スペックを落とすものがあ
る。そのような場合は、メモリを
はじめとするリソースを十分に搭
載できず、組込みソフトの開発も
厳しいリソース制約を前提にしな
ければならない。
（4）高完成度
　パソコンなど汎用コンピュータ
では大部分のソフトをハードディ
スクなどの外部記憶装置に格納し
ておき、必要の都度、メモリに呼
び出して動作させる。このため修
正ソフトの入れ替えなどは外部記
憶装置上で行えばよい。しかし組
込みソフトは製品の製造段階で
ROM（Read only Memory）など
に実装・固定化されており、ほと
んどの場合、ユーザによる追加・
変更・削除が行えない状態になっ
ている4）。したがって、ユーザに
よる保守はないという前提で開発
時に高い完全度が求められる。
ているため、永らく産業として個
別に把握されず、2007 年度になっ
てようやく日本標準産業分類に加
えられた5）。
　近年、組込みソフト開発費は、
4 兆円を超えることもあり、その
後も概ね増加傾向にある。これは
我が国のソフトウェア業の売上高
3-1
開発費の大きさ
　組込みソフトは多くの製品で
利用されているが、組込みコン
ピュータと共に製品と一体化され
（15.6 兆円：2009 年6））から見て
無視し得ない大きさである。また、
製品開発費に占める組込みソフト
の割合も増加しており、全開発費に
おける割合は 4 割を超えている4、7）
（図表 3）。
3 我が国の組込みソフト開発の現状と課題
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ソフトウェアの高度化・肥大化・
複雑化の要因となっている。（図
表 4）
（2）短納期化
　特に我が国の国内市場では、商
品ライフサイクルが短納期化して
いる。家電や情報端末などの個人
向け市場では年 4 回の新商品販売
タイミングのため、組込みソフト
も開発期間がわずか 3 ヶ月に過ぎ
ないことも珍しくない12）。
（3）品質向上とコスト削減要求
　組込みソフト搭載製品で発生し
た不具合の原因として、ソフト
3-2
開発を取り巻く状況の変化
　自動車や家電製品など、組込み
コンピュータが搭載される耐久消
費財は、開発競争が激しく高度
化・高機能化が進んでいる。また、
製品のライフサイクルの短いもの
が多い。そこで低コストを武器に
各国が参入し、近年では新興国の
技術力も向上しつつある。
　組込みソフト開発を取り巻く状
況は、以下のように大きく変化し
つつある。
（1）高度化・複雑化・肥大化
　製品の高度化・高機能化を受
け、組込みソフトも高度化・複雑
化・肥大化している。例えば最近
の携帯電話のソフトの開発量は機
種個別部で数十万ステップを超
え、OS やミドルソフトも含める
と代表的な企業情報システムで
ある都市銀行の基幹系システムの
開発量をはるかに凌駕する9）。あ
るいはガソリン・エンジンと電動
モータを搭載したハイブリッド
カーのソフトは 1,000 万ステップ
を超えており、これは 1990 年頃
に各都市銀行がそれぞれ保有して
いたソフトウェア量に匹敵する10）。
さらに 1 つのコンピュータの中に
複数のコア（演算回路）を持つマ
ルチプロセッサや、製品が相互に
ネットワークを組むことなども、
ウェアの不具合が 6 割近くを占め
ている（図表 5）。そのため品質
の向上と、さらに開発コストの削
減が挙げられる。これらは従来も
求められていることではあるが、
ソフトの高度化・複雑化・肥大
化・短納期化に伴い、一層、意識
されるようになってきた。
（4）オフショア化
　他のソフト同様、組込みソフ
トの開発も基本的に労働集約的
色彩が濃い。特に我が国ではソ
フトウェア開発に対し過酷な労働
イメージが要因となって、需要の
増加とは裏腹に開発従事者が大幅
図表 4　急拡大する組込みソフトウェア規模11）
図表 5　組込みソフト搭載製品の不具合原因（2008 会計年度）
参考文献7）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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に増える状況にはない。このこと
から、開発費の削減要求と併せて
中国やインドを中心に海外アウト
ソーシング（オフショア化）が進
みつつある（図表 6）。
3-3
我が国の現状の
研究開発体制の課題
　我が国では製造業が貿易収支の
主力産業であり、輸出の約 6 割を
占める自動車や電子機器などでは
組込みソフトの役割がかなり大き
い14）。
図表 6　我が国の組込みソフト開発の海外委託先
参考文献13）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 7　組込みコンピュータ搭載製品の開発過程
　一般にある製品を開発するに
は、企画から試作までいくつかの
課程を踏むが、組込みコンピュー
タを搭載する場合、各段階でハー
ドウェア、ソフトウェアが関係し
てくる（図表 7）。組込みソフト
の開発はモノと密着しているため
「すり合わせ」力を発揮し易く、
それによる高品質化が日本製品の
国際競争力に寄与している。
　「すり合わせ」とは企画、設計、
試作という各開発段階で発生し得
るものであり、部品を微妙に相互
調整し全体として性能を高め高品
質な製品をつくりあげる作業また
は業務プロセスを指す15）。これに
対して部品間のインターフェース
を明確に規定し、最適な部品を調
達し組み立てることを「組合せ」
と呼ぶ。
　3–2 で示した開発を取り巻く状
況の変化の多くは、「すり合わせ」
力を減じる方向に作用する。なぜ
なら、我が国では組込みソフトは
当初、ハードウェアの付属物とい
う位置づけで作成され、その後、
開発規模の増大に伴いハードから
分離されたものの、ハード知識を
持ったソフトウェア・エンジニア
による職人文化とでもいうべきカ
ルチャーの中で作成されてきた。
しかし、ソフトウェアがあまりに
も複雑化・肥大化すると、職人的
アプローチでは限界がある16）。「す
り合わせ」作業は関係者が相互に
意思疎通を図りながら製品の最適
化を目指して調整を繰り返すこと
であるが、短納期化が進むとこの
ようなことを行う時間的余裕がな
くなり、十分な「すり合わせ」が
できなくなるからである。
　しかしながら、これまで我が国
が得意としてきた「すり合わせ」
から離れ、「組合せ」に転換する
ことは今後も容易ではない。また
海外市場における各国との研究開
発競争を考慮した場合、従来の優
位性の源泉を安易に手離すことは
必ずしも適切とは言えない。そこ
で「すり合わせ」力を維持しつ
つ、現状を克服することが必要で
あり、そのためには以下の課題を
達成することが必要である。
課題 1：多様なニーズを速やかに
反映する開発プロセスの
確立
「すり合わせ」の特性を
より活かし、開発プロセ
スにおいて多様なニーズ
を速やかに把握し製品に
反映する方法を確立する。
課題 2：一層の品質向上とコスト
削減
「すり合わせ」の効用を
活かしつつ、品質の向上と
開発コストの削減を図る。
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（1）コスト競争の回避と高付加価
値化の追求
　一般に高度化・複雑化した製品
は、内部構成がモジュール化され
る。その際、モジュール間のイン
ターフェースが明確かつオープン
であれば、コストを含め最適なモ
ジュールを調達し組合せることで
製品を開発できる（これが「組合
せ」である）。この場合、製品開
発が比較的容易なため、市場へ新
規参入し易い。特にモジュールの
事実上の標準化が進んでいる場合
には、製品の差別化要因が少な
く、結果的に価格競争が激しくな
る。一方、モジュール間インター
フェースを厳密には規定できない
場合、市場へ新規参入するにはモ
ジュールから開発しなければなら
ない。またインターフェースを厳
密に規定できない以上、モジュー
ルを持ち寄り微調整を繰り返す必
要がある（これが「すり合わせ」
である）。
　ところで製品の特性には、価
格、品質、機能などスペックとし
て明示できるもの（以下では「タ
イプ A」と呼ぶ）と、デザイン、
使い勝手、静粛性など、スペッ
クとしては明示できないものと
がある（以下では「タイプ B」と
呼ぶ）。タイプＡは部品の組合せ
で実現し易い。後発プレーヤが市
場に参入するには、まずタイプＡ
を満たす製品を提供し、市場を獲
得するのに従って次第にタイプ B
を満たす製品も提供していくこと
が多い。後発プレーヤは低価格を
武器に参入することが多く、たい
ていの場合、先行プレーヤは後発
プレーヤと同じ方法では価格面で
対抗できない。先行プレーヤは正
面からのコスト競争は避け、製品
の高付加価値化、すなわちタイプ
B により重点を置くようになる。
ただしタイプ B では、利用者が何
に魅力を感じるかを明らかにしな
ければならない。当然、魅力に感
じる要因は利用者によって異なる
ため、製品の「魅力的品質」を高
めるためには対象者のニーズ把握
が重要となる。
（2）成熟化製品開発における「す
り合わせ」力の価値
　先行プレーヤがタイプ B を考
えるには、組込みソフトが搭載さ
れる製品の成熟度にも着目しなけ
ればならない。製品の成熟化時期
には、「組合せ」から「すり合わせ」
への回帰が見られる17）。
　例えば自動車の場合、自動車が
登場した時期には機能の実現に対
する部品がはっきりとは切り分け
られてなかったが、普及期には車
体は搭載能力を、エンジンは馬力
を、サスペンションは振動吸収を
担うといったように、部品と機能
の対応付けが明確になる。さらに
自動車の利用形態が多様化してく
ると、燃費向上、静粛性、安全
性など、個々の部品だけではな
く、システムとしての特性を高め
るよう自動車を総合的に扱わねば
対応できないニーズが高まってく
る（図表 8）。この背景には自動
車が社会に広く受容され、製品と
して成熟化してきたという経緯が
ある。その段階ではオープンな市
場から部品を調達して組み上げる
「組合せ」型よりも、部品間の微
妙な調整を行いつつ全体としての
完成度を高める「すり合わせ」型
の方が適合的となる。
　一方、パソコンの場合、登場
期には、技術に詳しいユーザが
AP、OS、CPU など部品ごとに調
達し組み立てていた。普及期には
パソコンメーカがこれらをまとめ
て提供する形が主流となった。現
状はまだ成熟期に向かう過渡期で
あり、例えば CPU は○○社製で
クロック数は○ GHz などと表現
されるように、部品のスペックが
そのまま製品のスペックとなって
いる。しかし多くのユーザにとっ
ては個別スペックよりも、パソコ
ン全体としてセキュリティが強固
で、途中でハングアップしない安
定性があり、長時間使っても疲労
の少ないことの方が本質的となり、
「すり合わせ」の有効性が高まる
（図表 8）。
　製品の成熟期の研究開発に求め
られるのは、部品スペックとして
表現できる範囲を越え、部品が持
つ能力を総合的に発揮し、多くの
ユーザの要望である「使いやすさ」
に応える開発能力である。そのた
めには、オープンな市場から最適
な部品を調達し組み合わせるだけ
では不十分であり、製品全体の最
適化を図る「すり合わせ」力が必
要となる。なお、成熟後期におい
て部品間インターフェースがさら
に高度化し、「すり合わせ」が不
要になることも考えられる。その
場合は再度、高度化された部品に
よるモジュール化が進むことにな
り、いわばモジュール化と「すり合
わせ」が、製品の発展に伴ってス
パイラル状に展開することになる。
（3）組込みソフトのパッケージ性
とカスタム性
　組込みソフトは、同一品が大量
販売されるという点ではパッケー
ジソフト的である。しかし、あく
までも製品を作るための素材（中
間財）であり、最終消費者に直接
に意識されることはない。また開
発に際してハードと密接なコミュ
ニケーションが行われる点では、
顧客ごとに一品づつ最適システム
を作るカスタムソフトに近い18）。
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図表 8　製品の市場展開と部品間結合の変化
参考文献17）を基に科学技術動向研究センターにて作成
　組込みソフト開発を巡る状況が
大きく変わる中で、我が国の競争
力を維持するには、その研究開発
において我が国固有の強みを持つ
ことが必要である。特に新興国か
らの追い上げが激しい現在、その
強みは模倣されにくいことが望ま
しい。もちろん科学技術イノベー
ションは必要である。しかし、科
学技術の成果は普遍的知識がベー
スなため、世界共通で伝搬・拡散
し易い。それに対し社会的特性に
立脚したものは、社会に密着した
ものであるがゆえに特性の異なる
社会には伝搬・拡散しにくく、し
たがって模倣もされにくい。つま
り組込みソフト開発の競争力を長
期的に維持・向上するには、科学
技術イノベーションに加えて、我
が国の社会的な特性を認識しそれ
を活かすことが重要である。
　組込みソフト開発力の視点から
見た我が国の社会的特性として
は、次のようなことが挙げられる。
（1）コミュニケーションにおける
ハイコンテキスト性
　人々がコミュニケーションを図
る場合、伝えようとする内容を言
葉の形で表出するだけでなく、意
識、価値観、経験などのコンテキ
スト（文脈）の共有度が重要とさ
れる。コンテキストの共有度が高
ければ（ハイコンテキスト）、す
べてを言葉で表わさなくても伝え
ようする意図を察し合うことでコ
ミュニケーションが補強される。
我が国は代表的なハイコンテキス
ト社会と言われている19）。特に時
間や体験を共有することでいわゆ
る「同じ釜の飯を喰った仲」とな
り、「アウンの呼吸」や「言わず
もがな」が通用し易くなる社会が
形成されている。これに対し欧米
をはじめとするコンテキスト共有
度の低い社会（ローコンテキスト
社会）では、コミュニケーション
は基本的に表出した言葉に依存す
る。そのため表出される言葉に対
してより高い価値を置き、論理性、
表現力、説得性などが重視されて
いる。
　両者のどちらが優れているかは
状況に依存し一概には定まらない
が、「すり合わせ」開発では調整
のたびに細かな情報を言葉の形で
表現しなくても済むハイコンテキ
スト社会の方がコミュニケーショ
ンコストは低い。このためハイ
コンテキスト社会である我が国
は「すり合わせ」に対して優位性
を発揮できる。ただし一方で、コ
ミュニケーションにおける論理性
の欠如を招く懸念があり、仕様を
ドキュメントとして明文化するな
ど論理を詰めるような局面では負
の要因になりかねない。
5 組込みソフト開発における我が国の社会的特性
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（2）高い品質意識の存在
　一般的に我が国の製品は高品質
であると言われ、海外では“Made 
in Japan”が一つのブランドに
なっている。過剰と揶揄されるほ
ど品質を高めることができる背景
には、高品質を追求する事業者の
姿勢やそれを支える現場従業員の
意識の高さがある。しかしいくら
供給側が品質向上に熱心であって
も需要側にそのニーズがなければ
受け入れられない。供給側に能力
があり、かつ需要側がそれを求め
ることによって初めて製品の品質
向上が図れるのである。実際、我
が国の消費者は世界で一番、品質
に厳しい。製品の基本的機能が満
たされているだけでは満足せず、
少しの傷や汚れ、さらにはパッケー
ジのへこみや汚れなどにもクレー
ムをつけるほど要求が高い注1）。
我が国は高品質を実現できる供給
側能力と、高品質を求める消費者
の両方が存在する。
（3）多様化した消費志向
　社会が物質的に充足してくる
と、生活者の志向が多様化する。
例えば生活者が消費財を購入する
動機として単なる機能や性能を超
え、デザインや生活場面での適合
性に重点を置くようになる。我が
国のように多様化したニーズから
成る市場では、供給側からの一元
的、一方的なものやサービスの提
供はいわゆる「押しつけ」として
受け入れられず、需要者側の細か
なニーズに対応することが求めら
れるようになっている。
（4）カスタムソフト構築の経験
　我が国はハードウェアに比べて
ソフトウェアの国際競争力が弱い
と言われてきた。特に競争力が弱
いのはパッケージソフトである。
その一方で、従来から我が国は米
国などと比べ、カスタムソフトの
利用が多いと言われている。カス
タムソフトは基本的に単品開発で
あり、開発に際してはハードウェ
アを含めシステム要素間で緊密か
つ十分な調整を行う。そのためカ
スタムソフトの豊富な開発経験の
蓄積があることは、「すり合わせ」
が必要な組込みソフトの開発に
とって有利に作用すると考えられ
る18）。
注1　このため例えば海外のエレクトロニクス企業の中には、「日本の消費者の要求水準は世界で最も高く、日本
で鍛えられれば世界での競争力強化につながる」として、日本にデザイン研究所を設置する例もある。（日
経ビジネス 2009.10.12）
（1）消費者を巻き込んだラピッド
プロトタイピングの基盤構築
　自動車の場合、エンジンやブ
レーキの確実な制御などの基本性
能は、開発側も十分に認識してお
り、当然、製品に反映されている。
しかし、より安心感のある操作性
やさまざまな状況における快適さ
の追求など、付加価値的な側面に
ついて評価の厳しい消費者ニーズ
を満たすには、実際に利用してみ
なければわからない場合が多い。
しかし市場に投入してから後の
フィードバックによる改善は、耐
久消費財のような製品では膨大な
コストや時間がかかってしまう。
そこで早い段階で利用者の評価を
受け、指摘された修正箇所を直ち
に開発にフィードバックして製品
の完成度を高めるラピッドプロト
タイピングの基盤構築が必要であ
る。ここでは、カスタムソフト開
発で培った我が国のソフト開発力
と評価の厳しい消費者を結びつ
け、スペックでは表現しきれない
ニーズに応えるような開発基盤が
望ましい。
　これまでにもラピッドプロトタ
イピングの基盤構築は一部で試み
られてはいるが、シーズドリブン
の色彩が強い。よりニーズドリブ
ンのアプローチが実現できるよ
う、消費者と密接で迅速なコミュ
ニケーションを実現する仕組みの
構築が必要である。このようなプ
ロトタイピングの構築により、提
供側が想定した機能が利用者に全
く受け入れられない場合のすばや
い対処や、あまり重要とは考えな
かった機能が魅力的なことを見出
した場合の対応など、早期に提供
側の思い込みの排除が期待され
る20）。そのためには例えば、多様
な消費者をカテゴライズし、各カ
テゴリを代表する属性を持つ者を
パネラーとして抽出しプロトタイ
プ品の評価を委託することが有効
と考える。あるいはホームページ
やブログ、SNS など電子空間上
に存在する情報の分析も有効であ
る。そこでの情報をより多く活か
す形にするためには、情報の選択
や抽出・解釈などを行う、いわば
開発者と消費者をつなぐインター
プリターの役割を担う者の育成・
配置も必要である（図表 9）。
（2）コミュニケーションを含めた
論理力の醸成
　前述したように、「すり合わせ」
力の背景にあるハイコンテキスト
性という特性は、コミュニケー
ションにおける論理性の欠如をも
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たらしかねない懸念がある。ここ
でいうコミュニケーションとは、
単に意思疎通を図るだけではな
く、当然ながら情緒的なコミュニ
ケーションを指すわけでもない。
相手の意図をきちんと把握し、自
分の意思をしっかりと表現し、明
確な論理によって相手を説得でき
る能力である。我が国が他国よ
り「すり合わせ」型開発に向いて
いるとはいえ、モジュール間イン
ターフェースを定めたり外部から
最適な部品を調達することは当然
必要であり、そこでは仕様をド
キュメントとして明文化するなど
論理を詰める能力が求められる。
また、他工程の開発担当者と対等に
話し合いができる交渉術も要る21）。
注2　あるソフトウェア管理者は現状を「仕様書が書けない発注者、仕様書しか見ない開発者」と揶揄した。
また組込みソフトウェア関係の事業責任者は技術者に対して学校教育で強化すべき項目として、技術力や
ビジネススキルよりも圧倒的にコミュニケーション（対話）スキルを指摘している。（経済産業省商務情
報政策局：2008 年版組込みソフトウェア産業実態調査―経営者および事業責任者向け調査―、平成 20 年
http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/joho/downloadfiles/2008software_resarch/keiei_
houkokusho.pdf）
図表 9　ニーズドリブン型ラピッドプロトタイピング基盤
このようなコミュニケーション力
の必要性は、組込みソフトウェア
産業の経営者・事業責任者向け
調査でも指摘されている（図表
10）。現在の我が国ソフトウェア
分野の技術者にはこれらのスキル
が不足している懸念がある注2）。
　これらのスキルを養うには、言
葉の教育、すなわち国語を中心と
図表 10　組込みソフト技術者等に関し学校教育での強化が必要と考えるスキル（上位 10 項目）
参考文献13）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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我が国の社会的特性に着目した組込みシステム開発の方向性—エレクトロニクス化された耐久消費財におけるソフトウェア開発の強化策—
注3　新しい学習指導要領には普通科高校の情報科目として「社会と情報」「情報科学」があるが、必ずしも論理
教育の重要性がうたわれているわけではない。
注4　たとえば欧州の ARTEMIS（日本の組込み技術を世界一にするために：日経エレクトロニクス 2011.6.13、
自動車電子技術の動向調査報告書、日本自動車研究所、平成 23 年）
した言語教育の充実が重要であ
る。我が国の国語教育は従来から、
ともすれば情緒面が重視されるき
らいがある。これはアニメやゲー
ムなどのコンテンツソフトの競争
力の源泉になり得るという見方も
ある。しかし、必ずしも論理力の
醸成に適した国語教育とは言えな
い。初中等教育段階から論理性を
身に付けさせる国語教育が必須で
ある22）。これからの教育の在り方
として、思考力・判断力・表現
力などの育成に、国語と数学・理
科・社会など幅広い科目との連携
の重要性も指摘されている23）。特
に高校での情報教育においては、
より明確に論理教育との連携を図
るべきである注3）。
　我が国には組込みソフト技術者
がすでに 30 万人近くいるが、毎
年 1〜3 万人づつ増加している12）。
教育の効果が表れるまでには時間
がかかり、一見、遠回りに感じら
れるが、この効果は組込みソフト
の人材育成だけでなくソフトウェ
ア産業全体に対しても有効であ
り、より多くの分野での人材育成
への波及効果が期待できる。今後
も、我が国が国際的に十分な競争
力を維持し続けるためには必須と
いえる。
　本稿では、耐久消費財市場にお
ける海外諸国の伸びが著しい中で
の我が国の組込みソフト開発力の
強化策として、我が国の社会的特
性であるハイコンテキスト性・高
い品質意識・成熟した消費性向・
カスタムソフト構築力に着目し、
最終利用者を巻き込んだラピッド
プロトタイピングの基盤構築と、
コミュニケーションを含めた論理
力の醸成という強化策を提示した。
　将来、自動車どうし、家電どう
しがネットワークを構築し、さら
に交通システムやエネルギーシス
テムなどとも相互に結ばれるな
ど、エレクトロニクス化された耐
久消費財を含み分野を横断した大
規模な社会システムの出現が考え
られる。このような大規模で複雑
なシステムでは、組込みソフトの
役割も一層重要となる。安全性・
信頼性・セキュリティなどをはじ
めとして、分野や組織を横断する
検討体制が整えられつつある注4）。
そのような社会システムでは、利
用者にとっての利便性や生活との
適合性などもさらに多様となり、
供給者だけでその内容を把握する
ことがますますむずかしくなる。
このような状況においては、本稿
で述べたような利用者を巻き込ん
だラピッドプロトタイピングが効
果を発揮する。また、コミュニケー
ションを含めた論理力醸成の必要
性もさらに増すと考えられる。
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TOP500 とは
　TOP500 リストはスーパーコン
科学技術動向研究
スーパーコンピュータを
めぐるグローバル化の動き
野村　稔
客員研究官
ピュータの性能を LINPACK ベ
ンチマーク※2）で測定し（これを、
LINPACK 性能と呼ぶ）、1 位か
ら 500 位までのランク付けを行っ
たリストである。毎年、6 月と 11
月の 2 回、独マンハイム大学、米
国テネシー大学、米国 NERSC/
LBNL（末尾の用語集に正式名を
示す）の研究者等からなるグルー
プによって更新されている。今回
（2011 年 6 月）は第 37 回目のラ
ンク付けにあたる。
　高性能コンピューティング（HPC：
High Performance Computing、
以降、単に HPC）とは、自然現
象のシミュレーションや生物構造
の解析など、非常に計算量が多く
かつ複雑な計算が要求される計算
処理のことを言う。具体的には、
地球全体の気象など、人間が制御
することができない現象や、自動
車の衝突シミュレーションなど実
験コストが高くつく現象の解析が
挙げられる。HPC を行う手段と
しては、スーパーコンピュータや
グリッドを用いる方法がある※1）。
このうち、本稿では、世界のスー
そのため、世界中の国々で開発
および導入競争が激化している。
TOP500 リストを基にして世界の
スーパーコンピュータの状況を
概観すると、3 つのグローバル化
が進んでいることがわかる。一つ
目は、導入のグローバル化、二つ
目は、自主開発国の拡大、そして
3 つ目は、他国との連携による研
究開発のグローバル化である。本
稿では、まず第 2 章で世界のスー
パーコンピュータの状況を概観
し、第 3 章から 5 章でこの 3 つの
グローバル化の実態を述べる。
パーコンピュータに焦点を絞り、
その最新状況を俯瞰する。
　2011 年 6 月、国際スーパーコ
ンピューティング会議において
第 37 回 TOP500 リスト1）が公開
され、（独）理化学研究所（以降、
理研）と富士通株式会社が共同開
発中の日本の次世代スーパーコン
ピュータ「京」（“けい”と呼ぶ）
が世界第 1 位を獲得した。
　世界的にみて、大規模な科学技
術計算に用いられるスーパーコン
ピュータが、科学技術面、経済面
で国の将来に大きな影響を及ぼ
すという認識が広まりつつある。
※1　スーパーコンピュータとグリッド：スーパーコンピュータとは、大規模な科学技術計算に用いられる超高性能
コンピュータを指し、用途に応じて様々なアーキテクチャがあり、その性能は高位から下位まで様々なものが存在す
る。一方、グリッドとは、ネットワーク上に分散した多様な計算資源や情報資源、例えば、コンピュータ、記憶装置、
可視化装置、大規模実験観測装置などを仮想組織のメンバーが一つの仮想コンピュータとして利用する環境を指す。
■ 用 語 説 明 ■
1 はじめに
2 TOP500にみる世界のスーパーコンピュータの状況
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※2　LINPACK ベンチマーク：LINPACK（リンパック、LINear equations software PACKage）ベンチマークは、
米国テネシー大学の J. ドンガラ（J. Dongarra）博士他によって開発された、主に浮動小数点演算のための連立一
次方程式の解法プログラムで、これによるベンチマークテスト結果は、スーパーコンピュータからワークステー
ション、パーソナルコンピュータに至るまで数多くの計算機にわたって登録されている。測定結果は 1 秒あたり
の浮動小数点演算数（FLOPS：フロップス、Floating point number Operations Per Second）として表示される。
※3　次世代スーパーコンピュータ計画：2006 年から開始され、10 ペタ FLOPS を持つスーパーコンピュータ
「京」の開発、このスーパーコンピュータで利用できるアプリケーションソフトウェアの開発、次世代スーパーコ
ンピュータを中核とした研究教育拠点の整備の 3 つを柱としている。2009 年 11 月の事業仕分けに端を発する議
論を経て、「革新的ハイパーフォーマンス・コンピューティング・インフラ（HPCI）」を構築する計画へと変更された5）。
■ 用 語 説 明 ■
「京」が世界第 1 位を獲得したこ
とである。近年の TOP500 リス
トでの日本のスーパーコンピュー
タとしては、「地球シミュレータ」
が 2002 年 6 月 に 第 1 位 に な り、
2004 年 6 月までその地位を維持
した。その後、主に米国勢が 1 位
を独占していたが、今回のリスト
で日本のスーパーコンピュータが
再度 1 位に返り咲いた。
　「京」の LINPACK 性能は 8.162
ペタ FLOPS である。（ペタとは
1000 兆 を 表 し、 ペ タ FLOPS と
は 1 秒あたり 1000 兆回の浮動小
数点演算を意味する。以降、PF
と表記する）半年前の第 36 回リ
ストでトップであった中国のスー
パーコンピュータ「天河-1A」の
性能より約 3 倍高速である。「京」
は、2012 年 11 月に共用開始を目
指して開発中4）であり、今回は開
発途中版での第 1 位である。
　今回の TOP500 リストでは 10 位
までが全て PF 以上の LINPACK
性能値を出した。スーパーコン
ピュータの性能の国際競争は、す
でにペタスケールの領域に入って
いると言える。今後は、10 PF 前
後の性能領域を目指して、各国の
開発競争がさらに激しさを増すこ
とになると思われる。
　以下に今回の TOP500 リスト
から特徴的な内容を記す。
2-2-1　システム数の状況
　TOP500 リストにおけるスー
パーコンピュータ（以降、単にシ
ステムともいう）の属する国と
は、そのシステムを導入した国を
　このリストは世界のスーパー
コンピュータの傾向を概観でき
る。ただし、このランク付けを問
題視する議論もある。異なる目的
をもつスーパーコンピュータを、
LINPACK ベンチマークという尺
度だけで比較するのが適当かとい
う議論である。LINPACK ベンチ
マークでは、浮動小数点演算を多
用した計算性能に重点が置かれて
いる。一方、実際の広範な運用環
境では、メモリと CPU 間のデー
タ転送、CPU と CPU 間の通信な
ど計算以外の部分に要する時間を
も考慮した総合性能が問われる2）。
そこで、システム性能を計測する
方法は、今までに複数の方法や指
標が開発されており、それらに
則った性能順リストがそれぞれ作
成されている3）。
2-2
最新（第 37 回）
TOP500 リストから
　2011 年国際スーパーコンピュー
ティング会議（International Super-
computing Conference 11：ISC’11）
が、6 月 20 日から 6 月 23 日まで
ドイツのハンブルグで開催され、
この会議において最新の TOP500
リストが発表された。日本にとっ
て今回の最大のトピックスは、次
世代スーパーコンピュータ計画※3）
に基づき、（独）理化学研究所と
富士通株式会社が共同開発中の日
本の次世代スーパーコンピュータ
指す。ここでは、外国で開発され
たシステムでも導入した国のシス
テムとしてカウントされている。
今回のリストに掲載されたシス
テム保有国数は、28 ヵ国である。
（詳細内容は後述）
2-2-2　LINPACK 性能の推移
　図表 1 に、TOP500 リスト内に
掲載された全 500 システムの合
計 LINPACK 性能、1 位と 500 位
の LINPACK 性能を折れ線グラ
フで示す。注目すべきは、2002
年 6 月と 2011 年 6 月（図表内丸
印）の 1 位の急激な伸びである。
これらはともに日本のスーパー
コンピュータが達成した。前者
は、「地球シミュレータ」、後者は
「京」である。
　今までの傾向から外挿して今
後の推移を予測すると、2018 年
から 2020 年頃にエクサスケール
（Exascale：ペタスケー ルの 1,000 倍）
の性能に到達すると考えられる。
　今回の TOP500 リストでは、米国
は 10 位以内に 5 システムが入って
いる。10 位以内のその他システ
ムとしては、日本と中国が 2 シス
テム、フランスが 1 システムとなっ
ている。前回（2010 年 11 月）に
1 位の中国の「天河-1A」（国家スー
パーコンピュータセンター天津：
National Supercomputer Center 
in Tianjin） は、2.566 PF と 前 回
と同性能で今回は 2 位となった。
前々回（2010 年 6 月）に 1 位の
米国の「Jaguar」（DoE のオーク
リッジ国立研究所）は、1.759 PF
と前回と同性能で今回は 3 位と
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図表 1　TOP500 リスト中の全 500 システムのLINPACK合計性能、1位と 500 位の LINPACK性能
過去の TOP500 リストを基に科学技術動向研究センターにて作成
では、大部分が CPU ベースのシ
ステムであり、アクセラレータを
採用したシステム数は 19 となっ
ている。第 36 回 TOP500 リスト
では、アクセラレータを採用した
システム数は 11 であり、今回、
その数が増加している。
　TOP500 リストからは、図表 3
のピーク性能（TOP500 リストの
Rpeak の値）に対する LINPACK
性能（同 Rmax の値）の割合（こ
れを、ここでは LINPACK 効率
と呼ぶ）の分布も算出できる。
TOP500 のランキングは図表 3 の
横軸に対応し、右から左に向けて
TOP500 の 1 位から 500 位までが
並んでいる。図表中で、「京」と
「Jaguar」は CPU ベースのシス
テムであり、「天河-1A」はアク
セラレータを採用したシステムで
ある。
性能とは LINPACK 性能を指す。縦軸の FLOPS の前の文字は Mega（100 万）、Giga（10 億）、Tera（1
兆）、Peta（1000 兆）を示す
なっている。また、「京」の性能
は、2 位以下の 5 システムの合計
LINPACK 性能値より高い性能値
を達成している。
2-2-3　使用用途別の状況
　図表 2 に全 500 システムの主
な使用用途（TOP500 リストの
Application Area）の分布を示す。
500 システム全体での使用用途は
広範にわたっている。各システム
の使用用途としては代表的な使用
用途が登録されているが、「特定
なし」や「研究」と分類されてい
る領域では、その使用用途が明ら
かにされていない。なお、上位 1
割にランクされる 50 位までの使
用用途では、「研究」、「特定なし」
がともに約 40% を占めており、使
用実態は明らかではない。
2-2-4　ハードウェアアーキ
テクチャ（構成）の
多様化
　スーパーコンピュータのハード
ウェアアーキテクチャ（構成）は
多様化している6）。演算部が CPU
（Central Processing Unit：中央処
理装置）のみで構成されるシス
テム（CPU ベースのシステムと
する）、CPU とアクセラレータ
（GPU（Graphics Processing Unit
画像処理装置）ほか）を組合わせ
て構成されるシステム（アクセラ
レータを採用したシステムとす
る。また、ハイブリッドアーキテ
クチャともいう）などがある。そ
れぞれのハードウェアアーキテク
チャには一長一短があり、一つの
ハードウェアアーキテクチャで必
ずしも多岐にわたる使用用途にお
ける高速計算が達成できるとは言
えない。第 37 回 TOP500 リスト
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図表 2　使用用途別の分布
第 37 回 TOP500 を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 3　TOP500 までのシステムのLINPACK性能と LINPACK効率の分布
第 37 回 TOP500 を基に科学技術動向研究センターにて作成
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　図表 3 から、「京」は LINPACK
性能と LINPACK 効率がともに
非常に高いシステムであると言え
る。「世界トップクラスの大規模
スーパーコンピュータとしては
驚異的に高い実行効率 93.0% を
達成した。これは数万個におよ
ぶ CPU とそれらを相互に接続す
るインターコネクト、これらハー
ドウェアの性能を極限まで引き出
すソフトウェアの全ての技術が結
び付いて実現できた」と理研は
発表している4）。また、「京」は、
スーパーコンピュータの電力効率
のランキングである Green5007）
でも上位にランク（1 W 当たり
8.2 億回の演算実行）されている。
「京」は、これらの諸点の優位性
において、世界の専門家からの注
目を引いている。
図表 4　導入国別のシステム数と性能合計
第 37 回 TOP500 を基に科学技術動向研究センターにて作成
　この章では、最新の TOP500 リ
スト、および過去の TOP500 リ
ストから、スーパーコンピュータ
を導入する国々の傾向を示す。
3-1
ペタスケール
スーパーコンピュータの
開発状況
　図 表 4 に、 今 回 の TOP500 リ
ストに掲載された導入国 28 ヵ国
別のシステム数と LINPACK 性
能合計を示す。ここで LINPACK
性能合計とは、500 位までにラン
クされている各国のシステムの
LINPACK 性能の合計値である。
　図表 4 から、システム導入国に
偏りがなく世界中に広がっている
状況がわかる。地域別にシステム
数の多い順で述べると、米国の
256 システム（2010 年 11 月の第
36 回では 274 システム）、欧州の
126（同 125）、アジアの 103（同
83）の順である。アジアでは、中
国の 62（同 42）、日本の 26（同
26）の順となっている。欧州は
ドイツの 30（同 26）、英国の 27
（同 24）、フランスの 25（同 26）
で、ロシアの 12 の順となっている。
　特にさらに注目されるのは、
ペタスケールの性能をもつスー
パーコンピュータ（ピーク性能で
1 PF 以上をもつシステムとする）
の導入国の広がりである。2011
年 6 月時点で、ペタスケールスー
パーコンピュータを保有している
国々は 6 ヶ国存在し、LINPACK
性能合計が 1 PF 以上の国々は
7 ヶ国存在する。図表 5 に、その
7 ヶ 国 の 過 去 10 年 の LINPACK
性能の合計の推移を示す。
　図表 5 から明らかなように、米
国の優位さは続いている。2 位以
下では、2007 年以前は日本が 2
位を維持していたが、それ以降か
らは混沌とした状態になってきて
いる。2011 年 6 月時点では、日
本・中国・フランス・ドイツ・英
国・ロシアの順である。上位 7 ヶ
国は、米国以外では欧州とアジア
2 国に分けられる。これらの国々
3 導入国の国際的な広がり（導入のグローバル化）
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を 2 位グループと捉えると、最近
の特徴として、この 2 位グループの
伸びが急峻であることが分かる。
　図表 6 には、上位国のペタス
ケールスーパーコンピュータの現
在の保有状況と今後の計画を示
す。今後も目白押しの強化計画が
見 え る。2012 年 以 後 に 10PF 以
上のシステムが多数登場すると推
測される。
3-2
過去 20 年の世界の変化
　図表 7 では、米国・欧州・アジア
図表 5　LINPACK性能合計が 1 PF以上の国々（2011 年 6 月時点）の性能合計の推移
過去の TOP500 リストを基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 6　上位各国のペタスケールスーパーコンピュータの現状の保有状況と今後の計画
第 37 回 TOP500 他を基に科学技術動向研究センターにて作成
（注）米国の Blue Waters プロジェクトは、2012 年にイリノイ大学の国立スーパーコンピュー
タ応用研究所に納入予定であったが、2011 年 8 月にシステムの開発担当の IBM 社が開発か
らの撤退表明を行いその完成時期は不透明になっている8）。
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図表 7　世界の過去 20 年間の LINPACK性能合計（割合）の推移
過去の TOP500 リストを基に科学技術動向研究センターにて作成
　近年、スーパーコンピュータを
自国で生産する国産化が広がって
いる。過去は、主に米国と日本だ
けがスーパーコンピュータの生産
国であった。しかし、現在は、中
国・フランス・ロシア・インドも
国産化を始めている。特に中国で
はスーパーコンピュータの心臓部
でもあるマイクロプロセッサの開
発も進めている。
　以下に、導入に限らず開発まで
世界レベルで広がっている実態を
国ごとに記す。
4-1
中国
　HPC に中国が注力してきた背
景には国家ハイテク研究開発プロ
グラム（通称 863 プログラム）が
ある。863 プログラムは、中国に
おける最重要な国家科学技術の研
究開発プログラムの一つであり、
1986 年 3 月に中国の 4 人のシニ
ア科学者が当時の鄧小平主席に
提言し承認されたプログラムであ
る。この年月を用いて 863 プログ
ラムといい、HPC もその対象の
一つに含まれている。
　中国は、1990 年以降、5 年毎の
スーパーコンピュータの研究計
画を策定している。2001～2005
年にはテラ FLOPS スーパーコン
ピュータと HPC 環境の開発を目
標とし、2006～2010 年にはペタ
FLOPS スーパーコンピュータと
などの過去 20 年間の LINPACK
性能合計の推移を 5 年毎に示す。
2011 年 6 月の米国・アジア・欧
州のシェアの形は、1996 年 6 月
のそれとよく似ておりアジアが復
活している。
　アジア内では、1996 年にアジア
内で 95% のシェアをとっていた日
本に代わり、2006 年以降に中国
が大きく伸びている。欧州は 20
年間ほぼ横ばい状態が続いている。
　図表 7 にはまだ明確でないが、
アジアでは今後の韓国の導入の動
きが注目される。韓国では、2011
年 5 月 に 政 府 が National Super-
computing Promotion Act を発表
し、国家的投資によるスーパーコ
ンピューティングの強化を図ろう
としている。この法律の目標は、
韓国における HPC インフラスト
ラクチャへのバランスある投資
と政府各省庁間の活動を調整する
ことである。主な投資内容として
は、スーパーコンピューティング
施設、アプリケーション、研究開
発、教育とトレーニングなどが挙
げられており、9 省庁の参加のも
とでの、国家スーパーコンピュー
ティングセンターの設立などが計
画されている9）。
4 自主開発国の拡大
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グリッドコンピューティング環境
の強化を進めている。第 11 次 5 カ
年計画では、ペタ FLOPS クラス
のスーパーコンピュータ開発、グ
リッドサービス環境の構築、スー
パーコンピュータとグリッドに対
するアプリケーションソフトウェ
ア開発が主な対象であった10、11）。
　スーパーコンピュータの開発は
2 フェーズからなり、第 1 フェー
ズでは、100 テラ FLOPS の性能
をもつ 2 つのシステムの開発、
そして第 2 フェーズでは、ペタ
FLOPS の 性 能 を も つ 3 つ の シ
ステムを開発することとされて
い た。 第 1 フ ェ ー ズ の 成 果 は、
Dawning5000A（上海スーパーコ
ンピュータセンターに設置）と
Lenovo DeepComp7000（ 中 国 科
学院コンピュータネットワーク情
報センターのスーパーコンピュー
ティングセンターに設置）、そし
て 第 2 フ ェ ー ズ で は、 天 河-1A 
（国家スーパーコンピュータセン
ター天津に設置）、Dawning6000
（スーパーコンピュータセンター
深圳に設置）、Sunway Bluelight
（江南 / 山東スーパーコンピュー
ティングセンターに設置）となっ
ている12）。
　中国が 2002 年から毎年秋に発
行している中国内の上位 100 シス
テムのリストでは、2010 年には上
位 10 位では 1 位から 7 位まですべ
て中国製のスーパーコンピュータ
が占めている。2003 年頃は外国
製の導入が約 70% であったが、
2010 年には中国製が約 50% に達
しており、性能別では、中国ベン
ダー製のシステムが 81% を占め
ていると公表されている13、14）。
　中国の科学技術省の発表では、
「核高基（ホーガオジー）」という
国家プロジェクトの支援を受けて
開発された成果として、国防科
学技術大学（National University 
of Defense Technology：NUDT）
の「天河-1A（Tianhe-1A）」と共に、
マイクロプロセッサ「FT-1000」、
高セキュリティ OS「銀河麒麟
（Kylin OS）」、中国科学院のマイ
クロプロセサ「龍芯（Godson/
Loongson）」などが挙げられてい
る15）。このように、中国では国産
のマイクロプロセッサー開発にも
力が注がれている。
　中国は、第 11 次 5 カ年計画以
降、「自主創新」政策を展開して
おり、この「自主創新」とは、
「中国産の」という意味が込めら
れ、国内企業による技術革新を前
提にしているとの報告もある16）。
この「自主創新」政策が、中国が
自国製のスーパーコンピュータや
マイクロプロセッサ開発を強力に
推進する背景とも考えられる。
4-2
フランス
　欧州各国は、過去には米国や
日本などの外国製スーパーコン
ピュータを調達してきた。その時
期の戦略は、導入したスーパーコ
ンピュータの利活用、ソフトウェ
ア面で優位性を確保することで
あった。しかし、最近、フラン
ス企業の Bull 社は、自主開発を
積極的に進めている。すでに、フ
ランス原子力庁（Commissariat 
a l'Energie Atomique：CEA） に
ピ ー ク 性 能 1.25 PF（LINPACK
性能 1.05 PF）の TERA-100 とい
うシステムを納入した。Bull 社の
システムは、第 37 回 TOP500 リ
スト中に合計 10 システムが掲載
されており、フランスをはじめド
イツや英国が導入している。
4-3
ロシア
　2009 年 7 月にロシアのメドベー
ジェフ大統領が、「自国のスー
パーコンピュータやグリッドコ
ンピューティングでの遅れを深
刻に認識した」という発言をし
ている。その時点でのロシアのシ
ステム数と LINPACK 性能合計
値で考えると、米国の約 1/50 以
下、ドイツ・英国・フランス・日
本・中国などの約 1/3 以下であ
り、大きく出遅れていた。この遅
れをとり戻すため、2011 年まで
に 1 ペタ FLOPS のスーパーコン
ピュータを開発するために、政府
から 25 億ルーブル（2011 年 6 月
の換算レートで約 70 億円）が拠
出される計画が報道された17）。
　2011 年現在、この予定は完全
に実現されている。ロシアでは、
自国企業である T-Platforms 社が
スーパーコンピュータの開発を手
掛け、ロシア内を中心に販売実績
を大きく伸ばしている。2011 年に
は、ピーク性能 1.37 PF（LINPACK
性能 674 TF）の Lomonosov と呼
ばれるシステムをモスクワ州立大
学に納めている。
4-4
インド
　インドでは、過去にもスーパー
コンピュータを自国で開発する企
業があったが、高性能のシステム
は開発されていなかった。しかし、
最近、Indian Space Research Orga-
nization（ISRO） と イ ン ド 企 業
の Wipro 社は、インドで最速と
なるスーパーコンピュータを開
発した。これは、SAGA-220 と呼
ばれる航空宇宙用のスーパーコ
ンピュータで、CPU と GPU（画
像処理用のプロセッサ）からな
るハイブリッドアーキテクチャの
システムであり、ピーク性能は
220 TF である18）。インドのそれ
以前の最速システムは、外国製の
システムでピーク性能は 172 TF
であった。
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ྞ⛘ シ⨠ᅗ ཤຊ⤄⧂
Exascale Innovation 
Center㸞(EIC) ࢺ࢕ࢵ ࣭ࣗࣛࢴࣃ◂✪ࢬࣤࢰ࣭ࠉIBM♣
ExaCluster Laboratory㸞(ECL) ࢺ࢕ࢵ ࣭ࣗࣛࢴࣃ◂✪ࢬࣤࢰ࣭ࠉ
Intel♣௙
EX@TEC㸞 ࣆࣚࣤࢪ CEAࠉGENCIࠉIntel♣௙
Flanders ExaScience Lab㸞 ࣭࣊ࣜ࢟ IMECࠉIntel♣௙
Exascale Stream Computing 
Collaboratory㸞 ࢓࢕ࣜࣚࣤࢺ ࢹࣛࢼࢷ࢔࢜ࣝࢴࢩࢱࣇࣛࣤࠉIBM♣௙
Exascale Technology Center㸞 ⱝᅗ ࢙ࢩࣤࣁࣚኬᏕࠉCray♣
　ここでは 3 つ目のグローバル化
と言える、他国との連携による研
究開発の推進状況を述べる。スー
パーコンピュータの性能要求はと
どまるところを知らないが、今後
の更なる高性能化に向けて挑戦す
べき課題は山積している。ハード
ウェア面の課題、超並列のスーパ
ーコンピュータの性能を最大限に
引出すソフトウェア面、利用面な
ど課題は広範囲である。これらの
課題克服をめざし、現在は、多くの
国々の連携により世界の英知を結
集した研究開発が進められている。
5-1
欧州での研究開発
5-1-1　エクサスケールに
向けた取り組み
（1）European Exascale Software 
Initiative（EESI）
　EESI は、EU のファンドを受
けて進められている活動である。
そのゴールは、2010 年にマルチ
ペ タ FLOPS 性 能、 お よ び 2020
年にエクサ FLOPS 性能を目標と
するスーパーコンピュータ上で、
科学計算を実行するために克服し
なければならない課題を明らかに
し、欧州として何を研究開発すべ
きか、そのためのロードマップを
どのようにするか、などをワーキ
ンググループを編成して検討して
いる。具体的には、国際的な競争
に対して欧州の強い点と弱い点の
明確化、活動の優先度付け、次世
代の計算科学者の教育や訓練のた
めのプログラム、欧州以外も含め
たコラボレーション機会の発見と
促進などを検討している。この活
動は、2010 年 6 月 1 日から 18 ヶ
月間の予定であり、現在、115 人
の専門家、欧州の 14 カ国が参加
している19）。
（2）EU-Call ICT-2011.9.13
　EU の第 7 次研究枠組み計画
（FP7）の情報・通信（Information 
and Communication Technology：
ICT）分野での研究公募の中にエ
クサスケールコンピューティング
をめざした EU-Call ICT-2011.9.13
がある。公募の正式名称は、Exa-
scale computing, software and 
simulation であり、FP7 の中で最
初にエクサスケールテクノロジ
に特化した公募である。2011 年
1 月に EU 内の複数の参加国から
なる 3 プロジェクトが選定され、
各々 800 万ユーロの支援を行うこ
とになった20）。各プロジェクトの
名称を以下に示す。
・MontBlanc：European scalable 
and power efficient HPC plat-
form based on lowpower em- 
bedded technology
・DEEP：Dynamical Exascale 
Entry Platform、Hierarchical 
Concurrency Approach
・CRESTA：Collaborative Re- 
search into Exascale System-
ware, Tools and Applications
（3）国際連携のための研究所開
設とパートナーシップ締結
　欧州では、エクサスケールを目
指した国際連携のための研究所の
開設やパートナーシップの締結が
盛んに進められている。最近の例
を図表 8 に示す。
　欧州各国は、こうした連携を通
じ将来の欧州のプレゼンスの向上
を図ろうとしている。
図表 8　エクサスケールを目指して開設された研究所およびパートナーシップ
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5-1-2　欧州全体としての
スーパーコンピュー
タの共同設置
　欧州では、欧州の科学者・技術
者に世界最高クラスのスーパーコ
ンピュータを国を超えて提供する
ことを目的として PRACE イニシ
アティブ（Partnership for Ad-
vanced Computing in Europe 以
下、PRACE）27～29）が既に設立さ
れている。PRACE のメンバー国
は 2011 年 6 月時点で欧州の 21 カ
国となっている。
　欧州各国で共同利用可能なペタ
FLOPS クラスの性能を有するシ
ステム（Tier-0 システムという）
としては、ドイツのユーリッヒ
研究センターの JUGENE（ピー
ク性能 1 PF）を第 1 号機として、
既に使用を開始している。続い
て、フランス原子力庁の CURIE
（ピーク性能 1.6 PF 予定）を 2011
年後半に、ドイツのシュトゥット
ガルト HPC センターの HERMIT
（ピーク性能 1 PF）を 2011 年末、
HERMIT の ア ッ プ グ レ ー ド 版
（ピーク性能 4 から 5 PF）を 2013
年に、ドイツのライプニッツスー
パーコンピューティングセンター
の SUPER-MUC（ピーク性能 3 PF）
を 2012 年半ばにそれぞれ使用可
能とする見込みである。
　PRACE の世界最高クラスの
スーパーコンピュータの共同利用
という動きは、今後のエクサス
ケールシステムの共同利用にも発
展する動きととらえられる。
5-2
国際的な動き
　図 表 1 を 外 挿 す る と エ ク サ
FLOPS 性能をもつシステムの出
現 時 期 は 2018 年 か ら 2020 年 頃
と推定される。エクサ FLOPS シ
ステムのアーキテクチャはどの
ようになるか、あるいは、その時
期のスーパーコンピュータ上で
実行されるソフトウェアにおけ
る課題は何かを検討する国際的
なプロジェクトがある。これは、
International Exascale Software 
Project30）（以下、IESP とする）と
呼ばれている。
　エ ク サ FLOPS の 性 能 を 達 成
するためのシステムアーキテク
チャには非常に大きな挑戦課題
が あ る。1 エ ク サ FLOPS へ 到
達するには、2010 年 6 月時点の
TOP500 の第 1 位のピーク性能で
ある 2 PF に対し、500 倍の性能
向上が必要である。しかし、所要
電力は、2010 年の 6 MW に対し、
1 エ ク サ FLOPS で は 20 MW と
約 3 倍強の増加に止めたいとされ
ている。これは、現在の技術の延
長では所要電力量が膨大になりす
ぎて運用費用を含めた現実的な
システム構築が不可能となるた
め、上限として 20 MW を目指し
ているものである。この目標の達
成には革新的な低電力化技術の開
発という難問が立ちはだかる。演
算部の規模でみると、2010 年の
18,700 ノード（ノードは、演算処
理部分であり、ノード内には複数
の演算コアが収容される）に対
し、100,000～1,000,000 ノードと、
その量は最大約 50 倍にまでに膨
れ上がる。このような沢山のノー
ドを同時並列に動作させるには、
ノード内の演算コア間、ノード間
にまたがる演算コア間のデータ転
送時間が全体の性能を律速するこ
とになり、少なくともデータ転送
の高速化は必須となる。ノード間
のデータ転送量は、1.5 ギガバイ
ト / 秒（GB/s） か ら 200 GB/s
と 130 倍以上が必要と想定されて
おり31）、高速なデータ転送を実現
できる超高速インターコネクトが
必要となる。また、膨大なハード
ウェア量であるが故、システムに
は高い信頼性・弾力性が要求され
ることは当然である。そして、こ
のような構成条件下でシステムの
能力を引出し、超並列処理を効果
的に実現するためのソフトウェア
とソフトウェア開発環境、そして
アプリケーションソフトウェアが
必要になる。
　IESP というプロジェクトが特
に問題にしている点は、ソフト
ウェア面である。これは、ハード
ウェアの進展に比べソフトウェア
の進展が取り残されている現状
があることに因る6）。テラスケー
ル、ペタスケールコンピューティ
ングのために使用されている既存
のソフトウェアは、エクサスケー
ルコンピューティングのためには
不十分であり、ソフトウェアにお
ける抜本的な進展がないとエクサ
スケールで効果的に動作するソフ
トウェアの実現は難しいと考えら
れている。
　IESP の 活 動 は、 米 国 の ス ー
パーコンピュータ関係者が 2007
年 以 降 に 開 催 し て き た ワ ー ク
ショップに端を発し、その後、
様々な国々のスーパーコンピュー
タ関連の専門家に参加が呼びか
けられ、共同作業が開始された。
現在、米国を中心に、欧州・日
本・中国の研究者が共同で作業を
している。2011 年 2 月にエクサ
FLOPS システムで実現されなけ
ればならないと想定される共通的
な技術が、ロードマップとしてま
とめられた。目標とするシステム
アーキテクチャを実現するための
ソフトウェアの技術課題が、シス
テムソフトウェア・ソフトウェア
開発環境・アプリケーションソフ
トウェア・全体に横断する課題な
どに大別され、想定される要素技
術が検討されている。このロード
マップ作成の関係者として世界中
で 65 人の名前が載せられており、
日本からは 7 人の名前が記載され
ている32、33）。今後は、このロード
マップで明確にされた「何を作る
べきか」から「いかにそれを作る
べきか」に議論の焦点が移行する
段階になっている。
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　本稿では、LINPACK の TOP500
にみる世界のスーパーコンピュー
タを概観し、3 つのグローバル化
の現状を述べた。これら 3 つのグ
ローバル化の意味するところは、
スーパーコンピュータの活用が、
科学技術面、あるいは経済面で各
国の将来に何らかの影響を及ぼす
という認識が定着してきたことで
あろう。
　導入のグローバル化は、シミュ
レーションを武器にして科学技術
による国力を支える基盤として
スーパーコンピュータが認識され
てきたことを示していると考えら
れる。数値シミュレーションが、
「理論」「実験」に次ぐ「第 3 の科学」
として定着し、そのための基盤た
るスーパーコンピュータの導入が
積極的に進められている。システ
ムの性能としては、必然的により
高性能が求められており、既に多
くの国々が、ペタ FLOPS レベル
のピーク性能をもつシステムを所
有している。
　自主開発国の拡大は、自主開発
により、科学技術のレベルにおい
て優位性を確保すべきという認識
が広まった結果と考えられる。今
後とも、この拡大傾向は継続する
と思われる。しかし、より高性能
のスーパーコンピュータの開発に
は難問が山積しており、その解決
は一国の努力だけでは難しい。
　そこで、3 つ目のグローバル化
である他国との連携による研究開
発の推進という解が現れている。
世界中の研究者の英知を結集する
ための国際連携による研究開発が
進められている。
　これら 3 つのグローバル化は必
然として連続的に起きてきたと言
える。特に、これからの高性能な
スーパーコンピュータの研究開発
には、他国との連携は必須となろ
う。しかし、自国の優位性確保と
他国との連携との間には相互矛盾
が生じうる。自国の優位性を認識
し、それを強みとして他国との連
携に取り組むことが望ましい。
　したがって連携を優位に進めて
いく上で最も大切なことは、まず
自国が世界に認められる強さを具
備していることであろう。強い部
分がないと世界から相手にされな
いのは自明である。日本には、「京」
という世界で No.1 の優れたスー
パーコンピュータを作り出した技
術力があり、これは、日本の持つ
強さと言える。
　「京」の能力を最大限に引出
し、目に見える成果に結びつける
ことも効果があるだろう。現在、
「京」の利活用を目指して、様々
な利用技術（アプリケーション
ソフトウェア等）が開発されつつ
ある。グランドチャレンジアプリ
ケーション開発プログラムの「次
世代生命体統合シミュレーション
研究開発」と「次世代ナノ統合シ
ミュレーションソフトウェア研究
開発」、そして戦略分野の「予測
する生命科学・医療および創薬基
盤」、「新物質・エネルギー創成」、
「防災・減災に資する地球変動予
測」、「次世代ものづくり」、「物質
と宇宙の起源と構造」などにおけ
る利用技術である5）。これらの利
用技術においても世界で No.1 と
いえる優れた成果を出し、日本の
強さを示すことが必要である。シ
ステム面とともに利用技術面にお
いても日本の強さを世界に印象づ
けることが、世界中からの注目を
勝ち取る大きな機会となる。
　世界の研究者は、世界一の技術
を持つ場所や研究が行える場所に
注目し、集まってくるものであ
る。今後は「京」を軸に、日本の
強さを示し、国際的な連携を積極
的に進め、世界の優れた研究者の
知恵も吸収することで、日本の技
術力を一層高めていくことが望ま
しい。
用語集
・EESI：European Exascale 
Software Initiative
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企業にてコンピュータ設計用 CAD の研究開発、ハイ・パーフォーマンス・コン
ピューティング領域、ユビキタス領域のビジネス開発に従事後、現職。スーパーコン
ピュータ、LSI 設計技術等、情報通信分野での科学技術動向に興味を持つ。
執筆者プロフィール
科 学 技 術 動 向　2011年 9・10月号
36
科学技術動向研究
気候変動問題における
各国の排出削減目標設定の議論
亀山　康子
客員研究官
　日本では、昨年に続いて今年も
記録的な猛暑や豪雨などの異常気
象が観測された。世界各地で異常
気象の頻度が上昇しており、気候
変動がその原因ではないかと言わ
れている。気候変動は、二酸化炭
素やメタン等の温室効果ガスの大
気中濃度上昇が原因とされてい
る。これらの濃度が過去 200 年の
間上昇し続け、今後もさらなる上
昇が予想されていることから、気
候変動も今後さらに加速していく
ことが予想されている。
　そして、それは、熱波や降雨量の
変化による食料生産量、生態系、人
体の健康等への悪影響につながる。
　気候変動の変動幅を最小限に抑
えるためには、その原因となって
いる温室効果ガス（GHG）の排
出量を大幅に削減する必要があ
る。気候変動抑制を目的に 1992
年に採択された気候変動枠組条約
およびその下に位置づけられる
京都議定書（1997 年採択）では、
過去 20 年にわたり、各国に温室
効果ガスの排出削減を求めてき
た。しかし、主要な温室効果ガス
である二酸化炭素が化石燃料の燃
焼から生じており、化石燃料燃焼
は各国のエネルギー利用や経済活
動と密接にかかわることから、ど
　なお、温室効果ガス排出量削減
目標の設定方法には、大まかには
2 種類のアプローチある。一つは、
気候変動による悪影響を最小限に
抑えることを目的として、悪影響
を許容水準以下に抑えるための平
均気温上昇幅を求め、気温上昇幅
をこれ以下に抑えるための大気中
温室効果ガス濃度を試算する方法
である。つまり、図表 1 で示した
気候システムをステージ 5 から 2
へ反時計廻りに辿るアプローチ
（図表１①）で、気候保全のため
に「減らすべき」量を提示するこ
とになる。もう一つは、省エネや
再生可能エネルギーの導入等の対
策ごとに削減可能量を試算し、そ
れを積み上げた合計値で国や世界
の排出量削減量を示すアプローチ
である。こちらは図表 1 のステー
ジ 1 から 2 へ時計廻りに辿るアプ
ローチ（図表１②）で、想定され
る対策によって「減らすことがで
きる」量を提示することになる。
　国際的な合意を困難にしている
のは、「減らすべき」量と「減ら
すことができる」量との間に大き
なかい離があるからだとも言え
る。日本国内における国の排出削
減目標に関する議論は、後者のア
プローチに限定されている場合が
の国も自国の排出量の大幅削減に
は躊躇している。2020 年の排出
量目標に関する国際交渉が 2007
年以降続いているが、交渉は難航
しており、近々合意が達成される
気配はない。
　交渉が難航している原因の一つ
は、各国の排出削減幅に関して合
意が得られないことにある。数年
前まで世界最大の排出国であった
米国は、排出削減が米国経済に悪
影響を及ぼすと考え、京都議定書
への不参加を 2001 年に決定した。
京都議定書によって排出削減目標
を課せられている欧州や日本は、
米国に対して同等の努力を求め続
けている。途上国は、現行の京都
議定書下では削減義務の対象とは
なっていないが、近年の急速な排
出量増加に伴い、その責任が先進
国側から問われ始めている。しか
し、途上国からしてみれば、「米
国さえ京都議定書に参加していな
いのに、なぜ我々が削減しなくて
はならないのか」ということにな
る。そこで、本稿では、現在進行
中である気候変動をめぐる国際交
渉の中でも最も根深い対立が続い
ている各国の排出削減幅に関する
議論の動向および考え方について
紹介し、今後の展開を探る。
1 はじめに
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　2007 年に公表された気候変動に
関する政府間パネル（IPCC）第 4 次
評価報告書（AR4）では、化石燃料
利用が始まった 18 世紀末の産業革
命以前の気温と比べて 2℃以内の
気温上昇幅であれば、気温上昇が穀
物収量の増加につながるなどの点
で好影響がもたらされる地域が地
球上に残される。しかし、4℃の気
温上昇幅になると、地球上すべての
地域で悪影響が好影響を上回るこ
とが示されている（IPCC, 2007）。
この知見をふまえ、気候変動枠組条
約下で継続中の国際交渉では、究
極的な気温安定化目標として産業
革命前比 2℃が掲げられている。
　今までの科学的知見の蓄積によ
り、図表 1 のステージ 5 から 4、3、
2 と辿るステージ間の関係につい
ては、ある程度解明が進んでいる
（図表 2）。図表 2 の右図では、気
図表 1　気候サイクルと排出量目標決定のための 2つのアプローチ1）
図表 2　長期目標と温室効果ガス排出量の関係
IPCC2）の図を基に作成された環境省の資料に著者が加筆
多く、そもそも気候変動の問題解
決にはどれほどの削減が必要かと
いう大局的な議論が欠落している
が、政策決定の場でこの点につい
て正面から論じられることはほと
んどない。そこで、本稿では主に、
前者のアプローチについて、その
基本にある考え方を紹介する。
2 科学的知見により求められる地球総排出量の削減
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　前節で示された二酸化炭素総排
出量までは、自然科学分野の研究
成果をふまえて示すことができ
る。しかし、この目標を実現する
ための国ごとの削減幅は、自然科
学分野の人材だけでは扱い切れな
いと考えられる。すべての国が納
得する配分方法の問題に直面する
ためである。
　大気中濃度は、化石燃料燃焼等
による排出量から、森林等による
吸収量を差し引いたもので定義さ
れている。したがって、濃度を上
げないようにするためには、一方
で排出量を減らし、他方で吸収量
を増やす必要がある。森林につい
ては、途上国における農耕地への
土地利用転換等により、減少方向
にあることから、別途対策が検討
されている。排出量については、
少なくとも現在経済発展が目指さ
れている途上国に排出削減を求め
ることが現実的ではないことか
ら、その分も含めて、先進国が大
幅に現在の排出量を減らさなけれ
ばならない。
　各国の目標値設定における評価
規準は 2 種類ある。一つは「衡平
性」で、もう一つは「費用効果
性」である（図表 3）。「衡平性」
とは、状況が異なる複数の主体に
対して、その差異に応じて配分
を差異化させることを意味する。
（同一条件の主体に対して同一の
処遇をするという意味では「公平
性」が用いられる）。他方、「費用
効果性」とは、同じ目標を達成す
るのに、より少ない費用で達成す
ることが望ましいとする考え方で
ある。ただし、一般的には、上記
のような厳密な使い分けはなされ
ず、すべて「コウヘイセイ」と呼
ばれることが多い。
　「衡平性」を計測するための指
標は、さらに 2 種類に大別でき
る。一つ目は、責任の大きさに基
づくものである。世界的に、かつ
てより、公害による被害に対する
図表 3　国ごとの排出削減目標を差異化するための指標
温上昇幅と大気中温室効果ガス濃
度の関係が図示されている。ま
た、図表 2 の左図では、濃度と
全球排出量との関係が示されてい
る。前述のように、産業革命前か
らの世界平均気温上昇幅を 2℃に
抑制することを目指す場合、図表
2 の右図において、この目標がレ
カテゴリーＩに含まれる。このカ
テゴリーＩ以内に大気中の温室効
果ガス濃度を抑えるためには、図
表 2 の左図のカテゴリーＩの帯以
内に全球二酸化炭素排出量を抑え
なくてはならない。つまり、2℃
という目標に至るためには、世界
の二酸化炭素排出量を今後ほとん
ど増やす余地がないということで
ある。
3 各国の応分の負担―衡平性に関する議論―
39Science & Technology Trends  September・October  2011
気候変動問題における各国の排出削減目標設定の議論
　このようにさまざまな指標が乱
立する中で、各国の主張は、どれ
ほどの削減目標を提示することが
衡平性の観点から見て妥当性を持
つのだろうか。図表 4 は、各国の
排出削減目標設定方法に関するさ
まざまな提案をレビューし、その
主だった提案どおりに各国の削減
目標を試算した結果である。いく
つかの既往文献の数値を除いて、
2℃目標に必要な排出削減量とし
て、先進国（附属書 I 国）全体で
2020 年 ま で に 1990 年 比 で 25%
削減を目指すことを想定した試算
となっている。図表４中の既存研
究例にある「マルチステージ」と
いうのは、衡平性と費用効果性に
関する複数の指標を用いた複合指
標において、先進国、新興国、そ
の他途上国といった異なる経済
成長段階（ステージ）にあるグ
ループごとに対策の厳しさの度合
いを決める方法の名称である。ま
た、「収縮と収斂（C&C）」とは、
2050 年や 2100 年といった、遠い
将来に世界の一人当たり排出量が
一律になるよう目標を定め、現在
から目標点に向かって線型に排出
経路を決定する方法である。
　世界全体での排出削減量やその
他の前提条件が試算ごとに異なっ
ていることから単純な比較はでき
ないが、全般的に、衡平性を重視
した指標は、一人当たり排出量が
相対的に多い先進国に対して、よ
り厳しい削減目標を提示する。一
方、先進国の多くは技術水準が相
対的に高いため、費用効果性を重
視した指標を用いた方が削減量が
少なくて済む提案となる。
　例えば、日本の排出削減目標は、
衡平性に関する指標を用いた場
合、2020 年時点において 1990 年
比で 3 割ほどの削減を提示するこ
とが求められる。一方、費用効果
性に関する指標を用いると、1990
年比で若干のプラスとなる場合も
出てくる。日本にとっては、費用
効果性を強調した指標が有利であ
るため、実際そのような主張をし
てきたが、それだけでは衡平性の
観点から他国が納得できないとい
う現在の交渉の立ち位置を象徴す
る結果となった。
　米国は、移民等の影響により、
先進国の中では人口増加率が比較
的高く、今後も高いままの水準で
推移すると予想されている。この
ため、米国の一人当たり排出量は
他の先進国より高いものの、一人
当たり排出量の均等化を目指した
ルールを用いる場合、米国の国と
しての排出削減幅は大きい数値と
はならない。とはいえ、実際に人
口が増えればそれだけエネルギー
消費量も増えるため、削減幅が小
さいからといって達成しやすいと
は限らない。米国の政治経済に
とっては、いかなる削減幅も受け
入れづらく、それが米国の現在の
京都議定書不参加という態度に現
れている。
　新興国の中では、中国の経済的
発展が目覚ましいことから、中国
の削減目標も、他の途上国と比べ
ると先進国に近い特徴を有する。
中国と比べると、インドは新興国
と呼ばれてはいるものの、多くの
意味では途上国の水準にとどまっ
ている。そのため、特に一人当た
り排出量に重きを置いた指標で
補償等に要する費用負担の議論に
おいて、汚染者負担原則（PPP）
が掲げられてきた。ある被害の原
因物質を多く出す者ほど多くの負
担を割り当てられるべきだという
考え方である。一人当たり排出量
の均等化や、過去からの累積排出
量の多さに応じた削減等の提案
が、このグループに分類される指
標である。
　2 つ目のタイプは、支払い能力
に応じて削減量を決定するもの
で、応能原則と呼ばれる。比較的
経済的に豊かな者の方が、比較的
貧しい者よりも多く支払うべきと
いう考え方で、累積課税制度等は
この原則に基づくものである。一
人当たり国内総生産（GDP）や
国 の GDP 総 量 な ど が、 こ の グ
ループに分類される指標である。
　日本では、しばしば「日本は海
外に比べて省エネが進んでいるの
に、なぜこれ以上削減しなければ
ならないのか」という声が聞かれ
る。この議論は、上記の分類でい
えば、衡平性ではなく費用効果性
に関する議論ということになる。
しかし、他国からみれば、日本
は、今までの一人当たり排出量が
少なくとも世界平均と比べれば多
く、また、経済的にも豊かである
ために、相対的に厳しい削減目標
が課せられるべきという説明がな
されることになる。一方、京都議
定書で承認された排出量取引制度
や海外でのオフセット制度のよう
に、国外の比較的安価な削減活動
にお金を出して自国の削減分とし
てカウントする制度が存在する場
合、必ずしも国内で排出削減する
必要性がなくなるため、費用効果
性の指標は意味がなくなり、能力
負担の指標がより正当性を持つよ
うになる。このように、選ばれるべ
き指標は、目標達成に利用できる
制度の有無によっても違ってくる。
　欧州連合（EU）では、上記のよ
うな指標の違いに配慮し、複数の
指標グループから提案された指標
を用いて複合指標を作ることで、
各国の合意を得ようと試みている。
4 各国の削減目標の試算
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は、インドは 90 年比で 2 倍以上
の排出増加が許容される計算結果
となる。
　図表 4 によれば、日本が現在
掲げている「2020 年までに 1990
年比で 25% 削減」という目標は、
世界全体で 2℃目標を目指す中
で、日本が、衡平性の観点から「応
分の負担」を受け持つことを示す
ためには妥当な目標である。逆に
言えば、日本がこの程度の削減目
標を掲げ実行しなければ、他国に
対して同様の行動をとるよう要求
するための正当性も失う。また、
2050 年に向けて 2020 年以降も同
程度の排出削減を続けていく必要
があることは、図表 2 から明らか
である。もちろん、この目標をど
のように達成するのかという具体
的な手段に関する議論、すなわち
本稿冒頭で示した第 2 のアプロー
チも不可欠ではある。しかし、そ
もそも気候変動問題を解決するた
めにはどれほどの努力が求められ
ているのかを自覚しておくことが
重要だろう。
図表 4　異なる指標ごとの主要国の排出削減目標
2010、中央環境審議会地球環境部会中長期ロードマップ小委員会3）
　冒頭でもふれたように、気候変
動への対処のための国際協調の在
り方に関する交渉が 2007 年以降
続いているが、進展がみられてい
ない状態が続いている。多国間条
約にて、各国の「応分の負担」を
割り当てるというアプローチその
ものが、特に近年まで世界最大の
排出量を維持してきた米国に受け
入れられていないことが、交渉
が難航している最大の原因となっ
ているように見受けられる。し
かし、排出削減を「負担」と認識
し、「負担配分」をめぐって交渉
しているという構造が続く限り、
米国は受け入れず、米国が受け入
れない限り、対策に関する国際合
意は達成できないとも予想される。
　今後は、交渉の構造に転換を
図ることが打開策になるだろう。
「負担」を「配分」するという構造
から、「利益」を目指した「競争」
への転換が必要である2）。排出削
減のためにいち早く技術開発でき
5 交渉の構造転換の必要性
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た国や企業が経済的利益を得られ
るような構造を、現在の国際制度
の中に組み込むべきだろう。
　このような転換を後押しする動
きは、世界中ですでに見られ始め
ている。太陽光発電システム、風
力発電機、ハイブリッド車、電気
自動車、バイオ燃料関連製品とい
った、二酸化炭素排出削減に寄与
する新技術の開発と新ビジネスに
おける競争が世界中で激化してい
る。このような分野において企業
が国際競争力を獲得するために、
各国政府が、国内のこのような新
産業が伸びるような政策を講じて
いる。例えば、ドイツは、再生可
能エネルギーの買い取り制度導入
に積極的だが、この背景には、二
酸化炭素排出量削減という環境保
全上の理由だけでなく、ドイツの
産業育成という目的もある5）。ま
た、中国における太陽光パネル生
産量は 2009 年には世界一となっ
た6）が、中国メーカーの躍進とい
う目的は、先進国に対してより厳
しい排出削減目標設定を要求する
中国政府の原動力となっていると
も言える。また、米国は、石炭火
力発電を利用し続けながら二酸化
炭素だけを回収して地中に隔離す
るクリーンコール技術（炭素回
収・貯蔵（CCS）技術7））をいち
早く確立して、石炭利用の継続を
予定している中国やインドに販売
することを想定している。
　このような競争を促進すること
を主眼においた国際制度の提案
は、少なくとも専門家レベルでは
今までにも行われている8）。業種
ごとに国際的な技術基準やエネル
ギー効率基準を設定していく方法
等もここに含まれる。しかし、こ
れらの提案の最大の短所は、競争
の促進を主眼に置くあまり、そも
そも本稿の冒頭に掲げた第一のア
プローチ（気候変動を最小限に抑
えるために必要な総排出量の観点
からの検証）を放棄している点に
ある。例えば、Victor の提案では、
成層圏に塵を撒いて人工的に太陽
光を遮断する等、いわゆるジオエ
ンジニアリングに解決活路を見出
している。排出抑制の努力を放棄
するのではなく、競争を促進しつ
つも、排出総量の確実な抑制を検
証する手続きとして、現行の気候
変動枠組条約および京都議定書の
骨格は今後とも堅持される必要が
あるだろう。
　国際交渉の構造転換の一つの試
みとして、日本は、近年、二国間
での排出クレジット制度に関心を
持ちつつある。日本が途上国と技
術提携を組み、日本が途上国を支
援する換わりに、途上国で実現し
た排出削減の一部を日本の削減分
とみなす方法である。京都議定書
におけるクリーン開発メカニズム
（CDM）7）と主旨は同じであるが、
CDM で問題となっている手続き
の煩雑さを回避できるという利点
がある。このようなメカニズムの
活用により、途上国は、先進国の
技術導入によりいち早く低炭素社
会に移行できると考えられる。日
本の企業にとっても、海外の市場
開拓につながるという利点がある。
　気候変動対策を目的とした国際
協調は、岐路に立たされている。
大幅な排出削減が求められている
にもかかわらず、各国政府とも厳
しい削減目標の受け入れに消極的
である。しかし、長期的な低炭素
社会構築に向けた展望をふまえ、
国レベル・民間企業レベルで技術
革新や商品開発が進んでいる。技
術革新や商品開発、そしてその普
及は、従来の予想以上の速さで進
展している。今後は各国政府も現
在躊躇している大幅な削減目標の
受け入れに積極的になるかもしれ
ない。
　また、これと並行して、気候変
動の現象解明がさらに進むこと
も、人々の関心を高め、問題への
理解を深める上で不可欠な条件で
ある。一歩一歩、それぞれの役割
に応じた着実な取り組みが求めら
れている。
　気候変動の問題を解決していく
ためには、国際的な合意形成のプ
ロセスを避けて通ることができな
い。これに対しては国際交渉の専
門家だけでも、あるいは自然科学
系の専門家だけでも不十分であ
る。まずは、自然科学・人文科
学・社会科学など多くの分野の専
門家が連携し協力する体制が国内
外でに築かれていることが、国際
交渉への前提条件であろう。
6 結語
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専門は国際関係論。地球環境問題、とりわけ気候変動問題という地球規模の問題に対
して、いかにすれば国際社会が協調して取り組んでいかれるのかという問題意識を持
ち、研究に着手して現在に至る。
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